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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

３ 第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４ 第61期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員であります。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 52,101 41,281 25,369 43,849 42,505 

経常利益または経常損
失(△) 

(百万円) 8,075 2,672 △4,739 4,112 2,857 

当期純利益または当期
純損失(△) 

(百万円) 3,566 445 △6,061 3,054 2,827 

包括利益 (百万円) ― ― ― 2,163 2,260 

純資産額 (百万円) 59,004 55,733 50,400 51,970 53,349 

総資産額 (百万円) 84,761 81,021 78,262 86,252 92,990 

１株当たり純資産額 (円) 803.14 758.70 686.17 707.62 726.41 

１株当たり当期純利益
または当期純損失(△) 

(円) 48.37 6.06 △82.51 41.59 38.50 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 43.66 5.80 ― ― 34.82 

自己資本比率 (％) 69.6 68.8 64.4 60.3 57.4 

自己資本利益率 (％) 6.0 0.8 △11.4 6.0 5.4 

株価収益率 (倍) 12.65 54.79 ― 15.99 13.56 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,573 △224 2,210 6,773 △2,385

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,247 △4,085 △3,708 △137 △9,046

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,125 3,424 4,649 △650 4,340 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 14,004 12,559 16,079 21,837 14,707 

従業員数 
(外、平均臨時雇用人員) 

(名) 968 
(121) 

1,021 
(174) 

1,046 
(208) 

1,160 
(338) 

1,251 
(362) 
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

３ 第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４ 第61期の株価収益率および配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員であります。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 46,169 35,755 22,120 40,583 38,798 

経常利益または経常損
失(△) 

(百万円) 7,012 1,999 △4,644 3,596 2,683 

当期純利益または当期
純損失(△) 

(百万円) 2,985 579 △5,885 4,098 2,664 

資本金 (百万円) 9,532 9,532 9,532 9,532 9,532 

発行済株式総数 (株) 74,599,875 73,499,875 73,499,875 73,499,875 73,499,875 

純資産額 (百万円) 52,875 51,638 46,016 49,726 51,286 

総資産額 (百万円) 75,690 75,400 72,592 83,047 89,868 

１株当たり純資産額 (円) 719.72 702.96 626.49 677.07 698.32 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当
額) 

(円) 16.00 
(8.00) 

11.00 
(8.00) 

6.00 
(3.00) 

10.00 
(4.50) 

13.00 
(6.50) 

１株当たり当期純利益
または当期純損失(△) 

(円) 40.49 7.90 △80.13 55.79 36.28 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 36.54 7.55 ― ― 32.81 

自己資本比率 (％) 69.9 68.5 63.4 59.9 57.1 

自己資本利益率 (％) 5.6 1.1 △12.1 8.6 5.3 

株価収益率 (倍) 15.11 42.03 ― 11.92 14.39 

配当性向 (％) 39.5 139.2 ― 17.9 35.8 

従業員数 
(外、平均臨時雇用人員) 

(名) 696 
(116) 

695 
(163) 

716 
(192) 

781 
(329) 

809 
(352) 
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２ 【沿革】

昭和25年２月 軸受等の販売を目的として名古屋市に大一工業株式会社を設立。 

昭和31年３月 ニードルベアリング(針状ころ軸受)の研究開発に着手。 

昭和31年７月 日本トムソンベアリング株式会社と業務提携。ニードルベアリングの販売を開始。 

昭和34年９月 ニードルベアリングの生産を開始。 

昭和38年６月 本社を東京都に移転、名古屋を支店とする。 

昭和38年７月

 

 (アイケイオー)を当社ブランドとして商標登録。 
 

昭和38年８月 社名を日本トムソン株式会社に変更。 

昭和38年10月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。 

昭和39年２月 日本トムソンベアリング株式会社を吸収合併。 

昭和42年８月 大阪証券取引所市場第二部に上場。 

昭和43年２月 本社を現在地に新築移転。 

昭和43年６月 東京・大阪証券取引所市場第一部に指定。 

昭和44年５月 スウェーデンのベアリングメーカーSKF社と４年間にわたり業務提携する。 

昭和44年５月 岐阜製作所を新設。 

昭和46年１月

 

日本トムソン販売株式会社(昭和50年12月に「アイケイオー販売株式会社」から商号

変更)を設立。 

昭和46年３月 米国に販売会社IKO INTERNATIONAL, INC.を設立(現連結子会社)。 

昭和48年９月 株式会社笠神製作所を設立。 

昭和50年11月 オランダに販売会社NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.を設立(現連結子会社)。 

昭和57年５月

 

日本ディック株式会社(現連結子会社、平成４年３月に「ダルマ産業株式会社」から

商号変更)に資本参加する。 

平成元年２月 株式会社武芸川製作所を設立。 

平成10年４月 株式会社八生商会に資本参加する。 

平成15年３月 大阪証券取引所市場第一部の上場を廃止。 

平成18年２月

 

中国に販売会社艾克欧東晟商貿(上海)有限公司(IKO-THOMPSON(SHANGHAI)LTD.)を設立

(現連結子会社)。 

平成18年３月 ベトナムに製造会社IKO THOMPSON VIETNAM CO.,LTD.を設立(現連結子会社)。 

平成22年７月

 

日本トムソン販売株式会社、株式会社笠神製作所および株式会社武芸川製作所の連結

子会社３社を吸収合併。 
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当社の企業集団は、当社および子会社９社で構成され、針状ころ軸受および直動案内機器等(以下、軸

受等)ならびに諸機械部品の製造・販売を単一の事業として運営しております。 

従いまして、当社および連結子会社(以下、当社グループ)は、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売

事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 

  

３ 【事業の内容】
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(注) １ 特定子会社であります。 

２ IKO INTERNATIONAL, INC.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。 
  

 
  

(1) 連結会社の状況 

当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメ

ントへの関連付けを省略しております。 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 「従業員数」欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  
(2) 提出会社の状況 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

３ 「従業員数」欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  
(3) 労働組合の状況 

労働組合とは相互信頼を基調として、関係する諸問題の円満解決を図るなど、労使関係は安定してお

ります。 

４ 【関係会社の状況】

名称 住所

資本金 

または出資金 

(百万円)

主要な事業の

内容

議決権の 

所有割合 

(％)

関係内容

(連結子会社)      

IKO INTERNATIONAL, INC. 
(注)２ 

米国 6,000千米ドル 軸受等販売 100.0 
当社の軸受等ならびに諸機械部品の販売 

役員の兼任 １名 

NIPPON THOMPSON EUROPE 

B.V. 
(注)１ 

オランダ 9,000千ユーロ 〃 100.0 
当社の軸受等ならびに諸機械部品の販売 

役員の兼任 １名 

艾克欧東晟商貿(上海)有限公

司 
中国 150 〃 100.0 

当社の軸受等ならびに諸機械部品の販売 

役員の兼任 ２名 

日本ディック㈱ 名古屋市中区 90 
軸受等、機

械部品販売 
100.0 当社の軸受等ならびに諸機械部品の販売 

IKO THOMPSON VIETNAM CO., 

LTD. 
(注)１ 

ベトナム 25,000千米ドル 
軸受等製造・

販売
100.0 

当社の軸受等の一部を製造ならびに販売 

資金の援助 有 

主要な損益情報等 ① 売上高 4,298百万円

 ② 経常利益 54 〃

 ③ 当期純利益 30 〃

 ④ 純資産額 2,230 〃

 ⑤ 総資産額 2,816 〃

５ 【従業員の状況】

セグメントの名称 従業員数(名)

軸受等ならびに諸機械部品 1,165 (362) 

全社(共通) 86 

合計 1,251 (362) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

809(352) 38.3 16.6 6,249,464 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災の影響による景気低迷から回復の兆しが見ら

れたものの、急激な円高の進行による輸出の減速等により、先行きは不透明な状況で推移いたしまし

た。海外経済においては、米国景気は緩やかな回復基調を辿りましたが、欧州債務問題の深刻化や中国

をはじめとした新興国の成長鈍化等による下振れ懸念が強まったことにより、当社グループを取り巻く

経営環境は、総じて厳しい状況が続きました。 

このような情勢のもとで、当社グループといたしましては、グローバル市場の需要開拓を加速させ、

事業規模の拡大を着実に進展させるための諸施策を推進しました。 

販売面につきましては、販売政策の柱となる「ユーザーに密着した提案型営業活動」の積極展開によ

り、既存顧客との取引深耕や新規市場開拓等に注力しました。特に中国市場では、販売子会社である艾

克欧東晟商貿(上海)有限公司において、新たに西安、深圳、成都および寧波に営業拠点を開設して、直

接販売の強化や販売代理店網の拡充を図るなど、中国市場の需要開拓と販売拡大を加速させるための基

盤強化を進めました。 

製品開発面につきましては、独創的な技術から生まれた環境負荷低減製品である「メンテナンスフリ

ーシリーズ」の品揃えを強化しましたほか、クリーン環境下での使用に適した高強度アルミニウム合金

製精密位置決めテーブルを開発するなど、ユーザーニーズに応えた高付加価値製品の拡充を図りまし

た。 

生産面につきましては、需要変動に柔軟に対応できる生産体制の再構築に注力しました。特に、海外

生産子会社でありますIKO THOMPSON VIETNAM CO.,LTD.では、研削工程から組立工程までの一貫生産ラ

インを立上げ、完成品出荷まで行う生産体制の構築を図るなど、国際競争力の強化に向けて取り組みま

した。 

期初においては新興国市場等の堅調な市場拡大を背景に、工作機械等の主要需要産業向けに回復基調

でありましたが、夏以降、欧州債務問題等の影響による円高の加速や新興国市場の成長鈍化の影響を受

けました結果、当連結会計年度の売上高は42,505百万円(前期比3.1％減)となりました。収益面につき

ましては、原価低減や経費抑制に努めましたが、営業利益は3,053百万円(前期比30.0％減)となり、経

常利益は2,857百万円(前期比30.5％減)、当期純利益は2,827百万円(前期比7.4％減)となりました。 

また、当連結会計年度における軸受等の生産高(平均販売価格による)は47,829百万円(前期比26.0％

増)となり、軸受等ならびに諸機械部品の受注高は39,698百万円(前期比16.1％減)となりました。 

セグメントについて、当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメン

トであるため、記載を省略しております。なお、部門別売上高では、軸受等は37,329百万円(前期比

2.4％減)、諸機械部品は5,176百万円(前期比7.8％減)となりました。 

１ 【業績等の概要】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は14,707百万円となり、前連結会計年度末に比べ

7,130百万円減少しました。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により支出されたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ9,159百万円増加し2,385

百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益2,936百万円、減価償却費3,090百万円、

売上債権の減少額1,283百万円等による収入項目と、たな卸資産の増加額8,741百万円、仕入債務の減

少額296百万円等の支出項目との差額によるものであります。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により支出されたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ8,908百万円増加し9,046

百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得等によるものであります。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動により得られたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ4,991百万円増加し4,340百

万円となりました。これは主に、長期借入れによる収入8,000百万円、長期借入金の返済による支出

7,740百万円、新株予約権付社債の発行による収入5,000百万円、配当金の支払額881百万円等による

ものであります。 

  

なお、事業の状況における記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売を単一の事業として運営しているため、生

産、受注および販売の状況は、「１ 業績等の概要 (1) 業績」に一括して記載しております。 

  

 部門別売上高  

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減 (自 平成22年４月１日 (自 平成23年４月１日

   至 平成23年３月31日)  至 平成24年３月31日)

 金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 伸び率(％)

 軸 受 等 38,237 87.2 37,329 87.8 △908 △2.4

 諸機械部品 5,612 12.8 5,176 12.2 △435 △7.8

 売上高合計 43,849 100.0 42,505 100.0 △1,343 △3.1

２ 【生産、受注及び販売の状況】

― 8 ―



  

(1) 当社グループの対処すべき課題 

今後の見通しにつきましては、欧州債務問題の先行きや原油高等の影響による下振れリスクがある

ものの、米国経済は引き続き景気回復が続くものと見られ、アジアなど新興国経済においては、堅調

な内需等に支えられ、総じて高い成長が見込まれるなど、世界経済全体では緩やかな回復基調を辿る

ものと期待されます。また、日本経済は円高の長期化をはじめ、厳しい輸出環境が続くものの、復興

需要の本格化等に伴い、回復に向けた動きが強まるものと期待されます。 

また、中長期的な見通しにつきましては、当社グループの事業分野は、機械産業およびエレクトロ

ニクス産業の世界的な成長に伴い、工作機械産業や半導体製造装置産業をはじめとした幅広い業種に

おいて需要は着実に拡大するものと見ており、さらに、地球温暖化防止という世界的な潮流を背景

に、機械装置の小型化・省力化ニーズに応える当社製品は、成長性のある事業分野であると考えてお

ります。 

事業の発展および今後の見通しを踏まえまして、当社グループといたしましては、軸受等の製造販

売を通じて、世の中から信頼され、必要とされ、さらに存在感のある企業グループとして発展してい

くために、環境変化に柔軟に対応しつつ、グローバル体制を確立させ、国際競争力を高めるための諸

施策を推進してまいります。 

  
(ア) 販売活動につきましては、販売政策の柱となる『ユーザーに密着した提案型営業活動』を積極的

にグローバル展開し、ＩＫＯブランドのさらなる浸透に努めてまいります。国内におきましては、

より効率的な販売体制に見直し、既存市場の取引深耕や成長分野の新規開拓等による販売拡大を目

指してまいります。海外におきましては、生産・消費の拡大が進む中国では、連結子会社の艾克欧

東晟商貿(上海)有限公司の８営業拠点による需要開拓の推進に加え、新たな拠点の設置による販売

網の充実を図ってまいります。また、米州や欧州においても有望地域の販売網の強化等により、グ

ローバル市場で販売拡大を加速させるための諸施策を推し進めてまいります。 

  
(イ) 製品開発につきましては、引き続きユーザーニーズに応えた高付加価値製品の開発に注力してま

いります。さらに、世界各地域の需要動向やニーズに見極め、ユーザーと価値観を共有し、当社の

持つ高い技術力を駆使してユーザーの視点に立った製品開発に取り組んでまいります。なお、当連

結会計年度は10品目の新製品を市場に投入しました。 

  
(ウ) 生産活動につきましては、IKO THOMPSON VIETNAM CO.,LTD.を直動案内機器の前工程から完成品出

荷まで行う一貫生産体制に整備し、この春から本格稼動を始めました。IKO THOMPSON VIETNAM 

CO.,LTD.につきましては、グローバル戦略の重要な生産拠点として位置付け、引き続き生産力を高

め、国際競争力の向上につなげてまいります。国内生産拠点につきましても、多品種生産体制の特

長を活かしたきめ細かな生産対応により、顧客満足度の向上を図ってまいります。 

  

３ 【対処すべき課題】
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(エ) 社会の信頼を得ながら、当社グループが引き続き発展するためには、法令遵守や社会貢献につい

ての取り組みも重要な課題のひとつとして捉えております。環境面では、国際規格「ISO14001」に

基づく保全活動の継続のほか、当社グループの環境保全への取り組みを象徴する「オイル・ミニマ

ム(Oil Minimum)」をキーワードとした積極的な環境負荷低減製品の開発を推進しております。ま

た、社会から信頼される体制整備のため、内部統制システムの整備・運用等を、引き続き推進して

まいります。 

  

(2) 株式会社の支配に関する基本方針 

① 基本方針の内容の概要 

当社は、当社の企業価値が、「社会に貢献する技術開発型企業」という企業理念に基づいて、永

年にわたり蓄積してきた営業・技術・生産のノウハウ等を駆使した機動性のある企業活動に邁進

し、国内外の社会の発展に貢献することにより、株主の皆様共同の利益を向上させていくことにそ

の淵源を有することに鑑み、特定の者またはグループによる当社の総議決権の20％以上に相当する

議決権を有する株式の取得により、このような当社の企業価値または株主の皆様共同の利益が毀損

されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務および事業の方針の

決定を支配する者として不適切であるとして、法令および定款によって許容される限度において、

当社の企業価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、そ

の基本方針といたします。 

  

② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取り組みの概要 

当社は、平成23年５月16日開催の取締役会において、基本方針に照らして不適切な者によって当

社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みの一つとして、平成

21年６月26日開催の当社第60回定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただいたうえで継続

していた当社株式の大規模買付行為に関する対応方針につき、所要の変更を行ったうえで（以下変

更後の対応方針を「本プラン」といいます）、引き続き継続することを決議し、平成23年６月29日

開催の当社第62回定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただきました。また、当社は本プ

ランの継続に伴い、独立委員会を引き続き設置しており、独立委員会委員として、伊集院功、齊藤

聡、佐藤順哉、武井洋一の４氏を選任いたしました。 

本プランの概要は、以下に記載のとおりですが、本プランの詳細につきましては、当社ホームペ

ージに掲載の平成23年５月16日付プレスリリース「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針

（買収防衛策）の一部変更および継続に関するお知らせ」をご覧下さい。 

(参考URL: http://www.ikont.co.jp/) 

1) 本プランの目的 

本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考

慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株

主の皆様が適切に判断されること、取締役会が、当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代

替案を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行

うことなどを可能とし、もって当社の企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上を実現す

ることを目的としています。 
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2) 本プランに基づく対抗措置の発動に係る手続 

(a) 対象となる大規模買付行為 

次のアからウまでのいずれかに該当する行為またはその可能性のある行為がなされ、またはな

されようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発動される場合があります。 

ア 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当

該株券等の買付けその他の取得 

イ 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の

株券等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得 

ウ 上記アまたはイに規定される各行為が行われたか否かにかかわらず、当社の特定の株主が、

当社の他の株主(複数である場合を含みます。以下本ウにおいて同じとします)との間で、当

該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、また

は当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し、もしくはそれ

らの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為(ただし、当社が発行者である株

券等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるような

場合に限ります) 

  

(b) 大規模買付者に対する情報提供要求 

大規模買付者には、大規模買付行為の開始または実行に先立ち、意向表明書および大規模買付

情報を提出・提供していただきます。 

(c) 取締役会評価期間の設定等 

取締役会は、対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行

われる場合には、最長60日間、それ以外の場合には、最長90日間の期間を、取締役会評価期間と

して設定し、当社の企業価値および株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から、企図されて

いる大規模買付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との交渉を

行うものとします。 

(d) 独立委員会の勧告および取締役会による決議 

独立委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合

で、取締役会がその是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後５営業日以内に当該

違反が是正されない場合には、原則として、取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措

置の発動を勧告します。 

他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、独立委員会は、原則として、取締役

会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告しますが、大規模買付ルールが遵

守されている場合であっても、当該大規模買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合等一定

の事情を有していると認められる者である場合には、取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告

します。 

取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動その他

必要な決議を行うものとします。なお、取締役会は、一定の場合には、対抗措置を発動するか否

かを株主の皆様に問うべく株主総会を招集することができるものとします。 
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(e) 対抗措置の具体的内容 

当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、新株予約権の無償割当

てによるものを想定しておりますが、会社法その他の法令および当社の定款が取締役会の権限と

して認めるその他の措置を発動することが相当と判断される場合には当該措置が用いられること

もあり得るものとします。 

  

3) 本プランの特徴 

(a) 基本方針の制定 

本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を制

定したうえで、継続されたものです。 

(b) 独立委員会の設置 

当社は、本プランの必要性および相当性を確保するために独立委員会を設置し、取締役会が対

抗措置を発動する場合には、その判断の公正を担保し、かつ、取締役会の恣意的な判断を排除す

るために、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとしています。 

(c) 株主総会における本プランの承認 

本プランにつきましては、第62回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただきまし

た。 

(d) 適時開示 

取締役会は、本プラン上必要な事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従

って、適時適切な開示を行います。 

(e) 本プランの有効期間 

本プランの有効期間は、第62回定時株主総会における本プランの承認時から第62回定時株主総

会終了後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会後最初に開催され

る取締役会の終結時までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、株主総会にお

いて本プランを廃止する旨の議案が承認された場合、または取締役会において本プランを廃止す

る旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものとします。 

4) 株主の皆様への影響 

(a) 本プランの効力発生時に株主の皆様へ与える影響 

本プランの効力発生時には、新株予約権の発行自体は行われません。したがって、本プランが

本プラン効力発生時に株主の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはあ

りません。 

(b) 新株予約権の無償割当て時に株主の皆様へ与える影響 

対抗措置として新株予約権の無償割当てが行われた場合においても、保有する当社株式１株当

たりの価値の希釈化は生じるものの、保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じないことか

ら、株主の皆様の法的権利および経済的利益に対して直接的具体的な影響を与えることは想定し

ておりません。ただし、例外事由該当者については、対抗措置が発動された場合、結果的に、そ

の法的権利または経済的利益に何らかの影響が生じる可能性があります。 
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③ 上記の取り組みに対する取締役会の判断およびその理由 

当社は、前記②1)記載のとおり、本プランは企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上

をその目的としており、基本方針に沿うものと考えます。特に本プランは、1)株主総会において本

プランを廃止する旨の議案が承認された場合には本プランはその時点で廃止されるものとしてお

り、その存続が株主の皆様の意思にかからしめられている点において株主の皆様のご意思を重視し

ていること、2)大規模買付行為に関する評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者と

の交渉を行うにあたり、取締役会が独立した第三者的立場にある専門家の意見を取得できること、

3)独立性の高い独立委員会の設置を伴うものであり、対抗措置の発動に際しては必ず独立委員会の

勧告を経る仕組みとなっているうえ、独立委員会は更に独立した第三者的立場にある専門家の意見

を取得できること、4)対抗措置の発動、不発動または中止に関する判断の際に拠るべき基準が設け

られていることなどから、当社は、本プランは当社の企業価値ないし株主の皆様共同の利益を損な

うものではなく、当社の取締役の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

  

当社グループの事業展開上、経営成績および財政状態に影響をおよぼす可能性のあるリスクには、以下

のようなものがあります。当社グループは、これらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防およ

び発生した場合の対応に努める方針であります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成24年６月28日)現在において、当

社グループが判断したものであります。 

  
(1) 市場環境 

当社グループの売上高の内訳は、軸受等が全体の85％程度、諸機械部品は15％程度でありますが、当

面、この傾向に大きな変化はないものと考えております。また、新たな事業への進出は、現在のところ

考えておりません。 

当社グループの製品は、国内外のエレクトロニクス関連機器、工作機械、自動車・自動二輪車をはじ

め、ロボット、建設機械や一般産業機械等の幅広い分野で使用されておりますが、その中でも特に半導

体製造装置や電子部品実装機等のエレクトロニクス関連機器向け、工作機械向け等、特定産業分野への

売上比率が相対的に高くなっております。他業種向けの販売拡大に努め、売上比率の高い分野の需要変

動による影響の緩和を図っておりますが、特定産業分野における急激な需要の縮小は、当社グループの

経営成績および財政状態に悪影響をおよぼす可能性があります。また、日本、北米、欧州、アジアを含

む当社グループの主要市場における景気後退およびそれに伴う需要の縮小は、当社グループの経営成績

および財政状態に影響をおよぼす可能性があります。  

  
(2) 為替変動 

当社グループは、北米、欧州、アジアをはじめとした世界市場へ製品の販売を行っております。その

ため、為替予約等により為替相場の変動リスクをヘッジしておりますが、そのリスクを全て排除するこ

とは不可能であります。また、米国、オランダ等の海外連結子会社における売上、費用、資産を含む外

貨建て項目は、連結財務諸表作成のために円貨換算しており、為替相場の変動の影響があります。 

  

４ 【事業等のリスク】
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(3) 海外における事業活動 

当社グループは、海外市場における事業比率が高まってきているため、海外諸国の法律、規制等の変

更や、政治、経済等の混乱等により、事業活動に影響をおよぼす可能性があります。 

  
(4) 製品開発 

当社グループが生産・販売する製品は、販売戦略の根幹である「ユーザーに密着した提案型営業活

動」により収集されたユーザーニーズを反映させた製品であり、競合他社製品との差別化を図った製品

を多数開発し、市場に投入しております。しかしながら、品質、性能の優位性よりも廉価な類似製品に

需要が傾斜した場合、当社製品の付加価値に見合った販売価格の設定が困難になる恐れがあります。 

  

(5) 生産体制等 

当社グループは、常に変化する国内外市場の需要と短納期化の要請に応えるため、資材、生産設備等

の先行投資が不可欠であると考えております。従いまして、ユーザーからの需要の変化に柔軟に対応で

きる生産体制の維持・改善に努めておりますが、予想を超える短期間での需要の変化は、供給の遅延や

コストの増加を招く恐れがあります。また、当社グループは、製品の製造に使用する原材料や部品を外

部より調達しております。これら原材料等は、市況の変化による価格の高騰や品不足、供給元の生産能

力不足や火災、倒産、自然災害等の理由により原材料等の調達に支障をきたす可能性があります。その

場合、当社グループの経営成績は、製品の製造原価の上昇や生産停止等により悪影響を受けることがあ

ります。 

  

(6) 製品品質の維持 

ＩＫＯブランド製品の品質管理は、品質管理システムをもとに万全を期して行っております。しかし

ながら、原材料・製造工程・品質管理等の原因により出荷不能な製品や顧客からのクレームが発生した

場合には、賠償責任等により当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。 

  
(7) 取引先の債務不履行 

取引先の信用状況については、販売部門等を中心に常日頃から情報収集の体制を築いておりますが、

環境の変化等によって予測していない不良債権や貸倒れが発生するリスクは常に存在しております。景

気後退や競争激化の影響を受け、国内外を問わず取引先の債務不履行等が生じた場合に、当社グループ

の経営成績および財政状態に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  
(8) 知的財産権の侵害 

当社グループが保有する技術については、特許権等の知的財産権として取得することにより技術の保

全を図っておりますが、他社から当社グループの知的財産権が侵害される可能性があり、当社グループ

の事業活動に影響をおよぼす可能性があります。 
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(9) 環境問題 

当社グループは、「環境方針」を制定し、環境問題への取り組みを行っているとともに、省エネルギ

ー製品の開発等、環境負荷の低減に努めております。また、当社グループは、環境マネジメントシステ

ムの国際規格である「ISO14001」の認証を取得するとともに、国内外の法令を遵守することはもちろん

のこと、欧州のELV指令やRoHS指令に代表される様々な規制にも対応しております。しかしながら、予

期せぬ事情により将来において環境問題が発生した場合、対策費用が発生し、当社グループの経営成績

に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  
(10) 情報漏洩 

当社グループでは、事業遂行に関連し多くの重要情報や個人情報を入手することがあります。これら

の情報の外部への流出防止・目的以外への流用等が起こらないよう情報セキュリティ基本方針・個人情

報保護方針を定め、周知徹底および運用を図っておりますが、予期せぬ事態により流出した場合は、社

会的信用の低下やその対応のために多額の費用負担等のリスクが存在しております。 

  
(11) 大規模災害等の発生 

当社グループの生産拠点および当社グループ取引先の事業拠点において、地震、洪水、火災、雪害等

の大規模自然災害やその他の災害が発生した場合、生産設備や製品、仕掛品等の破損により、生産機能

が低下または停止し、業績に影響をおよぼす可能性があります。また、テロ攻撃または政治情勢の変化

に伴う社会的混乱により物的・人的被害を受けた場合、当社グループの生産・販売活動に悪影響がおよ

ぶ可能性があります。 

特に、当社グループの主な生産拠点は、岐阜県内に集中しているため、万が一、当該地域で大規模な

震災、水害またはその他の災害等が発生した場合、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を

およぼす可能性があります。 

  

以上のような様々なリスクが存在しておりますが、ここに記載したリスクが当社グループの全てのリ

スクではありません。 

  

該当事項はありません。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】
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当社グループは、「社会に貢献する技術開発型企業」を経営理念として掲げ、軸受等の製造・販売を通

じて内外社会に貢献し、社会の信頼を得ながら発展する国際企業を目指しております。また、ユーザーニ

ーズに即した高付加価値製品の開発を使命として、当社のブランドである『ＩＫＯ』が意味するところ

の、常に当社の製品が、革新的で(Ｉnnovation)、高度な技術に立脚し(Ｋnow-how)、そして創造性に富む

(Ｏriginality)製品であるよう、全社を挙げて取り組んでおります。 

現在、研究開発は、技術センター、開発センター、製品開発推進部および生産技術部が中心となって、

製品開発、素材研究等を推進しております。そして、これらの部門および各工場と、ユーザーニーズを素

早く捉える営業技術部門との相互連携により、永年培った軸受製造技術と精密加工技術をベースに、新製

品の開発はもとより、地球環境に配慮し、環境負荷を低減する製品開発にも取り組んでおります。 

当連結会計年度における研究開発費は、軸受等の新製品開発や素材研究、製造技術研究等を中心に818

百万円でありました。 

なお、当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

(1) 連結の範囲について 

当社グループの連結財務諸表は、当社および連結子会社５社(国内販売子会社１社、海外販売子会社

３社、海外製造子会社１社)より構成され、非連結子会社４社については、小規模で、連結財務諸表

上、重要な影響をおよぼしていないため、連結の範囲から除いております。 

なお、当社および連結子会社の連結売上高に占める割合は、当社および国内連結子会社が約75％、海

外連結子会社が約25％であります。 

  
(2) 重要な会計処理基準および見積り 

当社グループの連結財務諸表は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項」に記載のごとく、わが国において一般に

公正妥当と認められる会計基準に基づいて作成しております。その他、税効果計算上の繰延税金資産の

回収可能性については、将来の課税所得を合理的に見積り計上しております。 

  

６ 【研究開発活動】

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

売上高は、前連結会計年度に比べ3.1％減の42,505百万円となりました。部門別売上高は、軸受等が

前連結会計年度に比べ2.4％減の37,329百万円となり、諸機械部品は5,176百万円(前期比7.8％減)とな

りました。また、国内・海外に分けてみますと、国内売上高は前連結会計年度27,384百万円に対して

3.8％減の26,349百万円となりました。海外売上高は、前連結会計年度16,465百万円に対して1.9％減の

16,155百万円となりました。なお、海外売上高比率は38.0％と前連結会計年度より0.5ポイント増加し

ました。 

売上原価は、原価低減に努めましたが、減収と減産に伴う操業度の悪化等により30,606百万円とな

り、売上高に対する売上原価の比率は、前連結会計年度より2.7％上昇して72.0％となりました。 

販売費及び一般管理費は、経費抑制に努めた結果、前連結会計年度より277百万円減少し8,846百万円

となりました。なお、売上原価ならびに販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は818百万円と、

前連結会計年度に比べ22百万円減少しましたが、当社グループの業容拡大に必要不可欠である新製品開

発等を中心に活動を行いました。その結果、営業利益は3,053百万円(前期比30.0％減)、営業利益率は

7.2％(前期比2.7ポイント減)となりました。 

営業外損益は、受取配当金の増加等により、営業外収益から営業外費用を差し引いた純額は△195百

万円(前期は△249百万円)となり、経常利益は2,857百万円(前期比30.5％減)となりました。 

特別損益は、特別利益に投資有価証券売却益78百万円を計上し、その結果、税金等調整前当期純利益

は2,936百万円(前期比26.7％減)となりました。 

法人税等および法人税等調整額は、あわせて108百万円を計上しました。税金等調整前当期純利益か

ら法人税等および法人税等調整額を差し引いた当期純利益は2,827百万円(前期比7.4％減)と前連結会計

年度より227百万円減益となりました。その結果、１株当たり当期純利益は38円50銭となり、当社グル

ープの主要な経営指標の一つである自己資本当期純利益率(ＲＯＥ)は前連結会計年度に比べ0.6ポイン

ト減少し5.4％となりました。 

  

(4) 当連結会計年度の財政状態の分析 

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ6,738百万円増加し92,990百万円となりま

した。これは主に、製品、仕掛品等のたな卸資産8,460百万円、有形固定資産4,662百万円、投資その他

の資産1,155百万円等の増加と、現金及び預金7,130百万円、受取手形及び売掛金1,331百万円等の減少

によるものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ5,359百万円増加し39,640百万円となりました。これは主に、

未払法人税等1,099百万円、新株予約権付社債5,000百万円の増加等によるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,378百万円増加し53,349百万円となりました。これは主

に、利益剰余金1,945百万円等の増加と、その他の包括利益累計額566百万円等の減少によるものであり

ます。この結果、自己資本比率は57.4％、１株当たり純資産額は726円41銭となりました。 

  

キャッシュ・フロー 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要

(2) キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 
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第３ 【設備の状況】 

当社グループでは、グローバル市場での需要拡大を見据えた生産能力の増強を図るために、IKO 

THOMPSON VIETNAM CO.,LTD.において工場建屋を増築し、新規設備導入による一貫生産体制を構築しまし

たほか、生産の合理化投資等を含め、総額8,501百万円の設備投資を行いました。 

所要資金については、自己資金および平成23年４月に発行いたしました第２回無担保転換社債型新株予

約権付社債50億円によっております。 

なお、当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

なお、当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セ

グメント情報の記載を省略しております。 

(1) 提出会社 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計であります。 

２ 上表には、貸与中のものが土地113百万円(73,435㎡)および機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品等  

2,184百万円含まれております。 

３ 土地および建物及び構築物の一部を賃借しております。年間賃借料は321百万円であります。 

４ 上表のほか、工具、器具及び備品を中心に賃借資産０百万円(年間リース料)があります。 

５ 「従業員数」欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 国内子会社 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品の合計であります。 

２ 土地の一部を賃借しております。年間賃借料は９百万円であります。 

  

１ 【設備投資等の概要】

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

岐阜製作所 
(岐阜県美濃市) 

軸受等生産設備 3,710 8,867 
2,756 

(504,659)
974 16,309 

490 
[352］

中部支社 
(名古屋市中川区) 
外21ヵ所 

軸受等販売設備 10 0 
88 

(3,196)
6 105 202 

開発センター 
(神奈川県鎌倉市) 

研究開発用設備 12 9 
1 

(260)
87 111 31 

本社 
(東京都港区) 

その他設備 532 100 
187 
(769)

67 887 86 

子会社名
事業所名 
(所在地)

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

日本ディック㈱ 
本社外

(名古屋市
中区)

軸受等・
機械部品 
販売設備 

119 ― 57 
(553)

0 177 23 
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(3) 在外子会社 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計であります。 

２ 土地の使用権を賃借しております。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

当社グループの設備投資計画については、生産計画、需要予測等を総合的に勘案して、主に提出会社

が行っております。 

なお、当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、

セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度末における重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 
  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はありません。 

  

なお、設備の状況における記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

子会社名
事業所名 
(所在地)

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

IKO THOMPSON VIETNAM 
CO.,LTD. 

本社 
(ベトナム 
ハイフォン

市)

軸受等 
生産設備 857 1,420 

―
(30,838)

680 2,958 279 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手および完了 
予定年月

目的
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

日本トムソン㈱ 
岐阜製作所外 
(岐阜県美濃市)

軸受等生産
設備・研究
開発用設備
等 

855 ― 自己資金
平成24年 
４月 

平成24年 
９月 

設備の更新・
生産合理化 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権等の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 291,000,000 

計 291,000,000 

種類
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成24年３月31日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成24年６月28日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 73,499,875 73,499,875 
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であ
ります。 

計 73,499,875 73,499,875 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

  

 
(注)１ 本新株予約権の目的である株式の数は、同一の新株予約権者により同時に行使された本新株予約権にかかる

本新株予約権付社債の金額の総額を当該行使の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数と

しております。この場合に１株未満の端数を生ずる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わないもの

としております。 

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成23年４月19日発行)

 

事業年度末現在
(平成24年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権付社債の残高(百万円) 5000 同左

新株予約権の数(個) 5000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  7,751,937 (注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株あたり645 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間 
平成23年６月１日から
平成28年４月15日(注)３ 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 645  

資本組入額 323 (注)４ 
同左

新株予約権の行使の条件 

当社が本新株予約権付社債を
買入れ本新株予約権付社債の
社債部分を消却した場合に
は、当該本新株予約権付社債
に付された本新株予約権を行
使することはできない。ま
た、各本新株予約権の一部に
ついて本新株予約権を行使す
ることはできないものとす
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

会社法第254条第２項本文お
よび第３項本文の定めによ
り、本新株予約権付社債の社
債部分と本新株予約権のうち
一方のみを譲渡することはで
きない。 

同左

代用払込みに関する事項 

１ 各本新株予約権の行使に
際しては、当該各本新株
予約権にかかる各本株予
約権付社債の社債部分を
出資するものとする。 

２ 各本新株予約権の行使に
際して出資される財産の
価額は、各本新株予約権
付社債の払込金額と同額
とする。 

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

(注) ５ 同左
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２ 各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権にかかる各本新株予約権付社債の社債部分を出資する

ものとし、各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価格は、各本新株予約権付社債の払込金額と同額

としております。転換価額は、当初645円としております。ただし、転換価額は本項第(1)～(4)号に定めるとこ

ろにしたがい調整または減額されることがあります。 

(1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じ

る場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等による転換価額調整

式」という。)をもって転換価額を調整するものとしております。 
  

 
(2) 新株発行等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合については、次に定めるところによる

ものとしております。 

① 時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合。 

② 当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当て等をする場合。 

③ 時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券(権利)もしくは取得させること

ができる証券(権利)または当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引換えに取得さ

れる証券(権利)もしくは取得させることができる証券(権利)、または行使することにより当社普通株式の

交付を受けることができる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発行する場合。な

お、新株予約権無償割当ての場合(新株予約権付社債を無償で割り当てる場合を含む、以下同じ。)は、新

株予約権を無償として当該新株予約権を発行したものとして本③を適用することとしております。 

(3) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、特別配当を実施する場合には、次に定める算式をもって転換価額

を調整することとしております。 

 
「１株当たり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当にかかる当該事業年度の最終の基準日における各

社債の金額(金100万円)当たりの本新株予約権の目的となる株式の数で除した金額をいいます。１株当たり

特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入することとしておりま

す。 

(4) 当社は、本項第(2)号および第(3)号に掲げた事由によるほか、次の各号に該当する場合は社債管理者と協

議のうえその承認を得て、転換価額の調整を適切に行うものとしております。 

① 株式の併合、合併、会社分割または株式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。 

② 本号①のほか、当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の

調整を必要とするとき。 

③ 当社普通株式の株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とするとき。 

④ 金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当が、経済的に特別配当に相当するために転換価額の調整を

必要とするとき。 

⑤ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあ

たり使用すべき時価が、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

３ 以下の期間については、行使請求をすることができないものとしております。 

(1) 当社普通株式にかかる株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準日をいう。)およびその前営業日(振

替機関の休業日でない日をいう。以下同じ。)。 

(2) 振替機関が必要であると認めた日。 

(3) 組織再編行為において承継会社等の新株予約権を交付する場合で、本新株予約権の行使請求の停止が必要

となるときは、当社が行使請求を停止する期間(当該期間は１ヵ月を超えないものとする。)その他必要な

事項をあらかじめ書面により社債管理者に通知し、かつ、当該期間の開始日の１ヵ月前までに必要な事項

を公告した場合における当該期間。 

(4) 期中償還請求により償還される本新株予約権付社債に付された本新株予約権については、直近上位機関を

通じて支払代理人に対して、期中償還請求を行う旨を申し出た日以降。 

(5) 平成28年４月15日以前に本新株予約権付社債が償還される場合には、当該償還日の前銀行営業日以降。 

(6) 一定の事象が生じ、当社が本新株予約権付社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪失

した日(当日を含める。)以降。 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行株式数 ＋

交付株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋交付株式数

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価 － １株当たり特別配当

時価
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４ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条にしたが

い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り上げるものとしております。 

５ 当社が組織再編行為を行う場合は、本新株予約権付社債の繰上償還を行う場合を除き、組織再編行為の効力発

生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権者の有する本新株予約権

に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で本項第(1)号ないし第(8)号の内容のもの(以下

「承継新株予約権」という。)を交付するものとしております。この場合、組織再編行為の効力発生日におい

て、本新株予約権は消滅し、本新株予約権付社債の社債部分にかかる債務は承継会社等に承継され(承継会社等

に承継された本新株予約権付社債についての社債にかかる債務を以下「承継社債」という。)、承継新株予約権

は承継社債に付された新株予約権となり、本新株予約権者は承継新株予約権の新株予約権者となるものとし、

本新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用することとしております。ただし、吸収分割または

新設分割を行う場合は、以下の条件に沿って、その効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予

約権者に対して当該本新株予約権に代えて承継会社等の承継新株予約権を交付し、承継会社等が本新株予約権

付社債の社債部分にかかる債務を承継する旨を、吸収分割契約または新設分割計画において定めた場合に限る

ものとしております。 

(1) 承継新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数と同一としております。 

(2) 承継新株予約権の目的である承継会社等の株式の種類 

承継会社等の普通株式としております。 

(3) 承継新株予約権の目的である承継会社等の株式の数の算定方法 

行使請求にかかる承継新株予約権が付された承継社債の金額の合計額を本項第(4)号に定める転換価額で除

して得られる数としております。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調

整は行わないものとしております。 

(4) 承継新株予約権付社債の転換価額 

組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られるのと同等の

経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権の新株予約権者がこれを行使したときに

受領できるように定めるものとしております。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新株予約

権付社債の転換価額は、上記(注)２記載の新株予約権の行使時の払込金額に準じた調整または減額を行うも

のとしております。 

(5) 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額またはその算定方法 

各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権にかかる各承継新株予約権付社債の社債部分

を出資するものとし、各承継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本新株予約権付社債の

払込金額と同額としております。 

(6) 承継新株予約権を行使することができる期間 

組織再編行為の効力発生日(当社が(注)３ 第(3)号に定める期間を指定したときは、当該組織再編行為の効

力発生日または当該期間の末日の翌銀行営業日のうちいずれか遅い日)から、(注)３に定める本新株予約権の

行使請求期間の満了日までとしております。 

(7) 承継新株予約権の行使の条件および承継新株予約権の取得条項 

行使の条件は上記「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定することとしております。 

(8) 承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記(注)４に準じて決定することとしております。 
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 自己株式の消却によるものであります。 

  

(6) 【所有者別状況】 

平成24年３月31日現在 

 
(注) 自己株式58,172株は「個人その他」に58単元および「単元未満株式の状況」に172株含めて記載しております。

なお、自己株式58,172株は株主名簿記載上の株式数であり、平成24年３月31日現在の実質所有株式数は57,172

株であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年７月28日  
(注) 

△1,100 73,499 ― 9,532 ― 12,886 

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府およ
び地方公
共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 44 36 138 131 1 3,089 3,439 ―

所有株式数 
(単元) 

― 28,424 610 8,501 23,418 7 12,259 73,219 280,875 

所有株式数 
の割合(％) 

― 38.82 0.83 11.61 31.98 0.01 16.75 100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】 

平成24年３月31日現在 

氏名または名称 住所
所有株式数 
(千株)

株券等保有割合
(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１―８―11 7,283 9.90 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１―６―６
日本生命証券管理部内 4,669 6.35 

日本トムソン取引先持株会 東京都港区高輪２―19―19 3,204 4.35 

ノーザン トラスト カンパニ
ー エイブイエフシー リ ノ
ーザン トラスト ガンジー 
アイリッシュ クライアンツ 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店) 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 
5NT, UK 
（東京都中央区日本橋３―11―１） 

2,432 3.30 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店) 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A． 
（東京都中央区日本橋３―11―１） 

2,303 3.13 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 2,246 3.05 

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町１―１―１ 2,008 2.73 

ジェーピー モルガン チェー
ス バンク ３８５０９３ 
（常任代理人  株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部） 

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ, U.K.
（東京都中央区月島４―16―13） 1,900 2.58 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 1,612 2.19 

ジェーピー モルガン チェー
ス バンク ３８５１６６ 
（常任代理人  株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部） 

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ, U.K.
（東京都中央区月島４―16―13） 1,414 1.92 

計 ― 29,071 39.55 
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(注)１ 日本生命保険相互会社およびその共同保有者であるニッセイアセットマネジメント株式会社から、平成
17年８月15日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、平成17年７月31日現在で以下
の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式
数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

 
ニッセイアセットマネジメント株式会社 39 0.05 

   
２ 住友信託銀行株式会社(現 三井住友信託銀行株式会社)およびその共同保有者である中央三井アセット

信託銀行株式会社(現 三井住友信託銀行株式会社)および日興アセットマネジメント株式会社から、平成
23年８月19日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、平成23年８月15日現在で以下
の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式
数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

 
住友信託銀行株式会社 2,901 3.95 

 
中央三井アセット信託銀行株式会社 852 1.16 

 
日興アセットマネジメント株式会社 393 0.54 

   

３ フィデリティ投信株式会社およびその共同保有者であるエフエムアール エルエルシー(ＦＭＲ ＬＬ
Ｃ)から、平成23年11月７日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、平成23年10月28
日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における
実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

 
フィデリティ投信株式会社 675 0.92 

 

エフエムアール エルエルシー（ＦＭＲ
ＬＬＣ） 8,807 11.98 

   
４ シュローダー証券投信投資顧問株式会社およびその共同保有者であるシュローダー・インベストメン

ト・マネージメント・ノースアメリカ・リミテッドおよびシュローダー・インベストメント・マネージメ
ント・リミテッドから、平成24年２月２日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、
平成24年１月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度
末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

 
シュローダー証券投信投資顧問株式会社 612 0.83 

 

シュローダー・インベストメント・マネージメント・
ノースアメリカ・リミテッド 2,807 3.82 

 

シュローダー・インベストメント・マネージメント・
リミテッド 2,478 3.37 
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５ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行およびその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社および三菱ＵＦ
Ｊ投信株式会社および三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社から、平成24年２月６日付で関東財
務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、平成24年１月30日現在で以下の株式を所有している旨
の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんの
で、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,612 2.19 

 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2,325 3.16 

 
三菱ＵＦＪ投信株式会社 157 0.21 

 
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 187 0.25 

   
６ 野村證券株式会社およびその共同保有者であるＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣお

よびＮＯＭＵＲＡ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＮＡＬ,Ｉｎｃ.および野村アセットマネ
ジメント株式会社から、平成24年３月７日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、
平成24年２月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度
末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

 
野村證券株式会社 3,923 5.07 

 
ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 1,912 2.42 

 

ＮＯＭＵＲＡ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩ
ＯＮＡＬ，Ｉｎｃ． 0 0.00 

 
野村アセットマネジメント株式会社 966 1.31 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成24年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式172株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成24年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。な

お、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  
(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  

57,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

73,162,000 
73,162 ―

単元未満株式 
普通株式 

280,875 
― ―

発行済株式総数 73,499,875 ― ― 

総株主の議決権 ― 73,162 ― 

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本トムソン株式会社 

東京都港区高輪２－19－19 57,000 ― 57,000 0.07 

計 ― 57,000 ― 57,000 0.07 
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【株式の種類等】 

会社法第155条第7号による普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,358 653 

当期間における取得自己株式 ― ―

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 57,172 ― 57,172 ―
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当社の配当政策につきましては、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置

づけており、業績水準等を総合的に勘案し、安定的な配当を継続することを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決

定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、この基本方針に基づき、期末配当金は１株につき６円50

銭とし、中間配当金とあわせて13円としております。 

また、内部留保資金につきましては、今後の経営環境等に留意しながら、企業価値の最大化に向け

て、収益力の向上と経営基盤の強化を図るとともに、急速な技術革新と需要の変化に対応させた生産体

制の構築や新製品開発等の投資に充てる考えであります。 

なお、当社は、中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部の取引に基づくものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部の取引に基づくものであります。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成23年11月７日取締役会 477 6.50 

平成24年６月28日定時株主総会 477 6.50 

４ 【株価の推移】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 1,195 810 657 739 676 

最低(円) 559 266 338 466 407 

月別
平成23年 
10月

 
11月

 
12月

平成24年
１月

 
２月

 
３月

最高(円) 519 511 489 483 550 535 

最低(円) 431 424 416 420 450 488 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役 

取締役社長
― 宮 地 茂 樹 昭和31年４月14日生

昭和54年４月 株式会社東海銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行 

(注)２ 8 

平成20年10月 当社入社、経営企画部担当取締役

付部長 

平成21年１月 当社経営企画部長 

平成22年６月 当社常務取締役 

平成24年６月 当社代表取締役社長(現) 

専務取締役

営業部門・

営業技術

部・物流業

務部・国際

営業推進部

担当 

駒 場  潔 昭和23年８月20日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)２ 15 

平成７年７月 当社東部支社南関東支社長 

平成16年７月 当社営業部長 

平成17年７月 当社営業部長兼国際営業推進部長 

平成18年６月 当社取締役営業部長兼国際営業推

進部長 

平成18年７月 当社取締役営業部長 

平成20年６月 当社常務取締役 

平成24年６月 当社専務取締役(現) 

専務取締役

経理部・情

報システム

部・秘書室

担当 

経営企画部

長兼輸出管

理室長 

近 藤 俊 夫 昭和25年３月３日生

昭和47年４月 当社入社 

(注)２ 18 

平成16年７月 当社経営企画部副部長 

平成18年６月 当社取締役経営企画部長 

平成18年８月 当社取締役経営企画部長兼法務室

管理責任者 

平成20年６月 当社常務取締役 

平成24年６月 当社専務取締役(現) 

常務取締役

技術センタ

ー・開発セ

ンター担当 

製品開発推

進部長 

田 中 一 彦 昭和28年１月10日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)２ 11 

平成14年６月 当社技術センター技術部長 

平成16年７月 当社技術センター品質保証部長 

平成17年７月 当社技術センター所長兼品質保証

部長 

平成18年７月 当社技術センター所長 

平成19年７月 当社技術センター所長兼技術部長 

平成20年６月 当社取締役技術センター所長兼技

術部長 

平成20年７月 当社取締役技術センター所長 

平成22年４月 当社取締役技術センター所長兼製

品開発推進部長 

平成22年６月 当社常務取締役(現) 

常務取締役

人事総務部

担当 

内部監査室

長兼法務室

長 

服 部 信 一 昭和25年９月12日生

昭和50年４月 当社入社 

(注)２ 12 

平成15年７月 当社岐阜製作所管理部長 

平成18年４月 当社総務部副部長 

平成18年７月 当社人事総務部副部長 

平成20年６月 当社取締役人事総務部長兼法務室

管理責任者 

平成22年６月 当社取締役人事総務部長兼内部監

査室長兼法務室管理責任者 

平成23年６月 当社取締役人事総務部長兼内部監

査室長兼法務室長 

平成24年６月 当社常務取締役(現) 

常務取締役
生産部門担

当 
秋 本 利 隆 昭和24年７月５日生

昭和48年３月 当社入社 

(注)２ 8 

平成14年７月 当社岐阜製作所第一工場姫路工場

長 

平成22年６月 当社取締役岐阜製作所長 

平成24年６月 当社常務取締役(現) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(千株)

取締役

海外営業部

長兼輸出管

理室管理責

任者 

田 中 清 春 昭和27年１月24日生

昭和49年４月 当社入社 

(注)２ 9 

平成17年10月 当社海外営業部営業第一部長 

平成18年７月 NIPPON THOMPSON EUROPE B.V. 取

締役社長 

平成20年６月 当社取締役海外営業部長兼海外営

業部営業第二部長兼輸出管理室管

理責任者 

平成22年７月 当社取締役海外営業部長兼輸出管

理室管理責任者(現) 

取締役 営業部長 木 村 利 直 昭和32年11月23日生

昭和56年４月 当社入社 

(注)２ 6 

平成16年７月 当社東部支社北関東支社長 

平成18年６月 当社東部支社長 

平成20年６月 当社営業部長 

平成22年６月 当社取締役営業部長(現) 

取締役
岐阜製作所

長 
三 浦 利 夫 昭和32年４月24日生

昭和55年４月 当社入社 

(注)２ 4 

平成19年７月 当社岐阜製作所第五工場長兼第六

工場長 

平成21年３月 当社岐阜製作所第五工場長 

平成22年７月 当社岐阜製作所第三工場長 

平成24年６月 当社取締役岐阜製作所長(現) 

取締役 西部支社長 下 村 康 司 昭和32年９月27日生

昭和56年４月 当社入社 

(注)２ 6 

平成16年６月 当社東部支社東北支社長 

平成18年７月 当社東部支社南関東支社長 

平成20年６月 当社東部支社長 

平成22年７月 当社西部支社長 

平成24年６月 当社取締役西部支社長(現) 
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(注)１ 監査役武井洋一、石部憲治および齊藤聡は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 監査役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 鈴 木 一 夫 昭和24年４月２日生

昭和48年４月 株式会社東海銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行 
(注)３ 8 

平成14年11月 当社入社、参与社長付 

平成15年６月 当社常勤監査役(現) 

監査役 ― 武 井 洋 一 昭和36年６月10日生

平成５年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会)、

岩田合同法律事務所入所 

(注)３ ―

平成12年４月 明哲綜合法律事務所パートナー 

平成15年６月 当社監査役(現) 

平成18年６月 山崎金属産業株式会社社外監査役

(現) 

平成20年４月 成和明哲法律事務所パートナー

(現) 

監査役 ― 石 部 憲 治 昭和22年５月４日生

昭和45年７月 株式会社東海銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行 

(注)３ ―

平成11年４月 同行執行役員投資銀行営業本部長 

平成12年４月 東海インターナショナル証券株式

会社(現三菱ＵＦＪモルガン・ス

タンレー証券株式会社)常務取締

役 

平成13年４月 ＵＦＪパートナーズ投信株式会社

(現三菱ＵＦＪ投信株式会社)専務

取締役 

平成14年４月 同社常勤監査役 

平成16年６月 当社監査役(現) 

監査役 ― 齊 藤  聡 昭和34年５月16日生

昭和57年４月 株式会社東海銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行 

(注)３ ―

平成14年４月 学校法人産業能率大学経営情報学

部助教授 

平成17年４月 学校法人産業能率大学経営学部教

授(現) 

平成19年６月 当社監査役(現) 

計 105 
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(ア) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、社会的使命に配慮した企業活動を推進し、ユーザーニーズに即した技術の開発と豊かな地球

環境の実現を目指すことにより、社会とともに発展し続けるという経営の基本方針に基づき、迅速で適

切な意思決定と業務執行に対する監督機能の充実を図り、コンプライアンスを徹底し、経営の透明性を

高めることが重要な課題であると考えております。 

  

(イ) コーポレート・ガバナンス体制について 

① 会社の機関の内容 

当社の組織形態は、監査役設置会社であります。 

取締役会は、取締役10名で構成されております。現在のところ、社外取締役は選任しておりませ

ん。当社では、取締役の職務執行の効率性を確保するために、毎月の定例取締役会のほか、必要に応

じて機動的に臨時取締役会を開催し、法令に定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとと

もに、業務執行状況を監督しております。 

加えて、役付取締役による経営会議を原則として毎週開催しており、目標展開や課題に対する進捗

状況の確認等を行うことにより、迅速な経営判断と業務執行を行っております。 

② 現状の体制を採用している理由 

(ａ) 当社の監査役会は、４名で構成されており、うち１名は常勤監査役、３名は社外監査役であり

ます。それぞれの監査役は、取締役会に出席するとともに、その他の経営に関する重要な会議

に出席しております。また、重要書類の閲覧や取締役との意見交換会等を通じ、経営に対する

監視・監督機能を果たしております。さらに、独立した内部監査室を設置し業務執行に関する

チェック機能を果たすとともに、監査役と内部監査室との定期連絡会を開催し、内部監査の実

施状況や内容等を監査役に報告しております。 

(ｂ) 現在のところ、当社は、社外取締役を選任しておりません。社外取締役に期待される役割とし

ては、外部の視点からの経営への助言と取締役に対する監督機能等を想定しております。外部

の視点からの助言については弁護士や会計士等の専門家のアドバイスを適宜受けているほか、

社外監査役からも助言を受けております。また、取締役に対する監督という視点についても、

常勤監査役・社外監査役がその役割を全うし、経営に対する監視・監督が十分に機能している

ため、現状の体制を採用しております。 

③ 内部統制システムの整備の状況およびリスク管理体制の整備状況 

当社は、平成18年５月15日付で制定した当社グループの「内部統制基本方針」を、平成24年５月８

日付で一部改正し、リスク管理体制および反社会的勢力の排除に向けた体制を整備しました。今後も

同方針に沿ってコーポレート・ガバナンス体制の整備・強化に努めてまいります。 

(ａ) 取締役・従業員等の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

「行動憲章」、「コンプライアンス管理規程」を取締役および従業員等が法令、定款および

社会規範等を遵守するための行動規範としております。また、その徹底を図るため、コンプラ

イアンス委員会が組織全体を統括し、取締役および従業員等に対し、行動規範等の啓蒙等を行

うとともに、内部通報窓口を設置し、運用しております。内部監査室は、コンプライアンス体

制が有効に機能しているか否かを監査することとしております。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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(ｂ) 取締役の職務の執行に係る情報の保管および管理に関する事項 

取締役の職務執行に係る情報を文書等に記録し、「情報セキュリティ基本規程」および「文

書管理規程」に基づき保存・管理しております。取締役および監査役は、常時これらの文書等

を閲覧できるものとしております。 

(ｃ) 損失の危険の管理に関する規程とその体制 

当社グループを取り巻くさまざまなリスクに対して、「リスク管理規程」に基づきリスク管

理体制を構築しております。リスク管理委員会は、リスク管理方針を策定し、リスク低減を組

織全体へ徹底させるとともに、各部署におけるリスク点検および内部監査室監査により統制活

動を実施することとしております。統制活動で明らかになったリスクおよび新たに生じたリス

クについて、すみやかに対応方針を決定することとしております。 

(ｄ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役の職務執行の効率性を確保するために、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じて、

機動的に臨時取締役会を開催し、法令に定められた事項や経営に関する重要事項を決定してお

ります。また、「職務権限規程」および意思決定のための諸規程の改廃とともに、情報技術を

活用した全社的な業務の効率化を実現するシステム構築等、適正かつ効率的な職務の執行体制

により企業を運営することとしております。加えて、経営会議を原則として毎週開催し、目標

展開や課題に対する進捗状況の確認等を行うことにより、迅速な経営判断と職務執行を推進す

る体制を構築しております。 

(ｅ) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は、業務分掌規定により、当社所管部署に関係会社を管理する権限と責任を与え、それ

ぞれ担当する関係会社の内部統制に関する指導、徹底を図ってまいります。 

関係会社の役員は、当社取締役または幹部社員等を就任させることにより、業務を適正に執

行・監督いたします。また、適宜関係会社と業務の報告・協議を行うことにより、業務に関す

る情報の共有化および連携を図り、業務執行の適正を確保いたします。内部監査室は、当社お

よび関係会社の内部監査を実施し、その結果を取締役会および監査役(会)に報告いたします。

(ｆ) 監査役(会)がその補助すべき従業員等を置くことを求めた場合における当該従業員等に関する

体制、ならびにその従業員等の取締役等からの独立性に関する事項 

監査役(会)の職務を補助する部署と補助担当者を定め、監査役(会)は、当該部署および補助

担当者に、監査業務に必要な事項を命令することができるものとしております。また、監査役

(会)より監査業務に必要な命令を受けた補助担当者は、その命令に関して、取締役等の指揮命

令を受けないものとしております。 

(ｇ) 取締役および従業員等が監査役に報告するための体制および監査役会への報告に関する体制 

取締役と監査役との協議により、監査役(会)に報告する事項を定め、経営に重要な影響をお

よぼす事項、内部監査の実施状況等その内容をすみやかに報告することとしております。 
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(ｈ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、原則として全員が取締役会に出席し、取締役から職務執行状況の報告・説明等を

受け、必要に応じて、意見を述べるなど、取締役の職務執行状況を監視・監督するとともに、

必要に応じて、外部弁護士等の監査業務に関するアドバイスを受けられる体制を構築しており

ます。 

監査役は、代表取締役、会計監査人および内部監査室それぞれとの間で定期的に意見交換会

を開催しております。 

(ｉ) 反社会的勢力排除に向けた体制 

「反社会的勢力対応規程」を定め、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と

は、通常の商取引を含め一切の関係を遮断し、金銭その他の経済的利益の提供を行わないこと

としております。また、不当な要求に対しては毅然とした対応を行うとともに、警察等外部機

関との緊密な連携を行うこととしております。 
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(ウ) 内部監査および監査役監査 

① 内部監査および監査役監査の体制 

当社は、内部監査部門として内部監査室(５名)を設置しており、「内部監査規程」に基づき内部監査

計画を立案し、当社グループの各部門に対し業務遂行状況や管理状況について内部監査を行い、必要に

応じて指摘、提言を行っております。 

また、監査の結果は、取締役および監査役へ定期的に報告を行っております。 

監査役会は、常勤監査役１名と社外監査役３名から構成され、取締役会に出席するとともに、その他

経営に関する重要な会議に出席しております。また、年度ごとに監査役監査計画を立案し、重要書類の

閲覧や代表取締役との意見交換会、主要な事業所の往査等により経営の監視・監督を行っております。

② 財務および会計に関する相当程度の知見を有する監査役 

(ａ) 常勤監査役鈴木一夫氏は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当

程度の知見を有しております。 

(ｂ) 監査役石部憲治氏は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。 

(ｃ) 監査役齊藤聡氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有

しております。 

③ 内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係 

(ａ) 内部監査室と監査役は、定期連絡会を開催し、情報と課題の共有を図るなど相互の連携をと

り、効率性および実効性を高める監査に努めております。さらに、内部監査室と監査役は、会

計監査人との間で、それぞれの監査における実施報告等について、定期的に会合を開催するほ

か、会計監査人から随時監査に関する報告を受け、必要に応じて説明を求めております。 

(ｂ) 内部監査室、監査役および会計監査人は、法務室、経理部、経営企画部ほか内部統制部門から

必要な書類等の提出を受け、また、随時ヒアリング等を行うことにより内部統制部門の監査を

行っております。 

  

(エ) 社外取締役および社外監査役 

当社は、社外取締役は選任しておりません。 

当社の社外監査役は、３名であります。 

当社においては、社外取締役または社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する特段の定

めはありませんが、客観的・専門的な立場から、経営への助言と取締役に対する監督機能等を果たすこ

とが期待され、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを基本的な考え方として選任しておりま

す。 

① 当社と社外監査役との間の人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係 

(ａ) 監査役 武井洋一氏 

a．当社との間には特別な人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はございませ

ん。 

b．成和明哲法律事務所の弁護士を兼職しております。また、山崎金属産業株式会社の社外監査役

を兼職しております。なお、当社と成和明哲法律事務所および山崎金属産業株式会社との間に

重要な取引その他の関係はございません。 
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(ｂ) 監査役 石部憲治氏 

a．当社との間には特別な人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はございませ

ん。 

(ｃ) 監査役 齊藤聡氏 

a．当社との間には特別な人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はございませ

ん。 

b．学校法人産業能率大学経営学部教授を兼職しております。なお、当社と学校法人産業能率大学

との間に重要な取引その他の関係はございません。 

② 社外監査役が当社のコーポレート・ガバナンスにおいて果たす機能および役割 

(ａ) 社外監査役３名は、それぞれ外部の視点および各専門家としての観点から、経営への助言と取

締役に対する監視・監督機能を果たしております。 

(ｂ) 社外監査役３名は、当社との関係において独立性が疑われるような属性等はございません。 

③ 社外監査役の選任に関する当社の考え方 

(ａ) 監査役 武井洋一氏 

主に弁護士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための

助言・提言をいただいております。また、当社との関係において独立性が疑われるような属性等

はなく、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員

として指定しております。 

(ｂ) 監査役 石部憲治氏 

財務・会計・金融に関する造詣も深く、主に海外、資本市場業務の専門家の立場から、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言をいただいております。また、当社

との関係において独立性が疑われるような属性等はなく、東京証券取引所が指定を義務付ける一

般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員として指定しております。 

(ｃ) 監査役 齊藤聡氏 

財務・会計・経営・法律に関する造詣も深く、主に大学教授としての高い見地と幅広い見識か

ら、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言をいただいております。

また、当社との関係において独立性が疑われるような属性等はなく、東京証券取引所が指定を義

務付ける一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員として指定しております。 

④ 社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査および会計監査との相互連携ならびに内

部統制部門との関係 

(ａ) 社外監査役は、常勤監査役とともに取締役会に出席するとともに、その他経営に関する重要な

会議に出席しております。また、重要書類の閲覧や代表取締役との意見交換会等により経営の

監視・監督を行っております。 

(ｂ) 常勤監査役１名と社外監査役３名で構成される監査役会を開催し、監査計画の立案・実施につ

いて協議・決定するほか、毎月の監査役連絡会において、常勤監査役の監査の実施状況につい

て報告を受けるなど連携しております。 

(ｃ) 定期的に内部監査室との会合に出席し、内部監査室と連携を図るとともに、必要に応じて会計

監査人からも随時監査に関する報告を受けております。 

(ｄ) 内部監査室、法務室および当該部署スタッフを監査役(会)の職務を補助する部署および補助担

当者として定め、経理部や経営企画部ほか内部統制部門から随時書類の提出、ヒアリング等が

できる体制を整えております。 
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(オ) 役員の報酬等 

① 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数 

 
(注) 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

② 役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。 

③ 報酬等の額またはその算定方法に係る決定方針の内容および決定方法 

役員報酬について、業績連動型報酬制度やストックオプション制度の導入はしておりませんが、役員

の基本報酬や賞与については、業績等を勘案して決定しております。 

  

(カ) 株式の保有状況 

① 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

 
② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額お

よび保有目的 

  

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる役員の
員数(名)基本報酬 賞与

取締役(社外取締役を除く) 245 190 54 10 

監査役(社外監査役を除く) 28 21 7 1 

社外監査役 19 15 4 3 

銘柄数 59 銘柄 

貸借対照表計上額の合計額 5,619 百万円 
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(前事業年度) 

特定投資株式 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

日本精工㈱ 1,000,000 717 取引関係の維持・強化のため

山陽特殊製鋼㈱ 1,186,000 526 〃 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,245,400 478 良好な取引関係維持のため

㈱日伝 187,909 464 取引関係の維持・強化のため

㈱不二越 883,580 417 〃 

ＮＴＮ㈱ 1,000,000 399 〃 

シンフォニアテクノロジー㈱ 1,380,000 347 〃 

㈱マキタ 79,000 305 〃 

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 1,000,000 162 良好な取引関係維持のため

㈱アルバック 81,100 159 取引関係の維持・強化のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 35,300 91 良好な取引関係維持のため

ヤマハ発動機㈱ 61,000 88 取引関係の維持・強化のため

大日本スクリーン製造㈱ 100,000 87 〃 

㈱十六銀行 300,000 81 良好な取引関係維持のため

㈱大垣共立銀行 225,000 61 〃 

シスメックス㈱ 20,000 58 取引関係の維持・強化のため

㈱ノリタケカンパニーリミテド 158,000 55 〃 

㈱豊田自動織機 19,600 49 〃 

ＴＨＫ㈱ 21,200 44 〃 

㈱みずほフィナンシャルグループ 261,470 36 良好な取引関係維持のため

東海東京フィナンシャル・ホールディン
グス㈱ 106,000 30 〃 

富士機械製造㈱ 15,700 29 取引関係の維持・強化のため

黒田精工㈱ 155,000 26 〃 

㈱クボタ 30,000 23 〃 

㈱安川電機 20,000 19 〃 

スズキ㈱ 10,500 19 〃 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホ
ールディングス㈱ 7,980 15 良好な取引関係維持のため

井関農機㈱ 71,000 13 取引関係の維持・強化のため

㈱ジェイテクト 12,160 13 〃 

澁谷工業㈱ 14,950 12 〃 
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(当事業年度) 

特定投資株式 

 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式 

該当事項はありません。 

   

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

㈱不二越 1,886,749 896 取引関係の維持・強化のため

日本精工㈱ 1,000,000 637 〃 

山陽特殊製鋼㈱ 1,186,000 532 〃 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,245,400 513 良好な取引関係維持のため

㈱日伝 189,462 420 取引関係の維持・強化のため

ＮＴＮ㈱ 1,000,000 350 〃 

㈱マキタ 79,000 262 〃 

シンフォニアテクノロジー㈱ 1,380,000 248 〃 

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 1,000,000 158 良好な取引関係維持のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 35,300 96 〃 

㈱十六銀行 300,000 85 〃 

大日本スクリーン製造㈱ 100,000 74 取引関係の維持・強化のため

㈱アルバック 81,100 73 〃 

ヤマハ発動機㈱ 61,000 67 〃 

㈱大垣共立銀行 225,000 67 良好な取引関係維持のため

シスメックス㈱ 20,000 66 取引関係の維持・強化のため

黒田精工㈱ 355,000 58 〃 

㈱みずほフィナンシャルグループ  389,350 52 良好な取引関係維持のため

㈱豊田自動織機 19,600 48 取引関係の維持・強化のため

㈱ノリタケカンパニーリミテド 158,000 39 〃 

ＴＨＫ㈱ 21,200 35 〃 

東海東京フィナンシャル・ホールディン
グス㈱ 106,000 32 良好な取引関係維持のため

富士機械製造㈱ 15,700 25 取引関係の維持・強化のため

㈱クボタ 30,000 23 〃 

スズキ㈱ 10,500 20 〃 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 69,700 18 良好な取引関係維持のため

富士重工業㈱ 24,729 16 取引関係の維持・強化のため

㈱安川電機 20,000 15 〃 

井関農機㈱ 71,000 14 〃 

澁谷工業㈱ 15,254 14 〃 
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(キ) 会計監査の状況 

当社は、有限責任監査法人トーマツとの間で、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約

を締結しております。当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名および監査業務に係る補助

者の構成は次のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定有限責任社員・業務執行社員 桃崎 有治 

指定有限責任社員・業務執行社員 京嶋 清兵衛 

(注) 継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ６名、会計士補等 ６名、その他 ２名 

  

(ク) 取締役の定数 

当社は、「当会社の取締役は、15名以内とする。」旨を定款に定めております。 

  

(ケ) 取締役の選任および解任の決議要件 

当社は、「取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。」旨を、また、「取締役の選任決議は、累積投票

によらない。」旨を定款に定めております。 

  

(コ) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

① 自己株式の取得 

当社は、「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取

得することができる。」旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した資本政策の柔

軟性と機動性を確保することを目的とするものであります。 

② 中間配当 

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、「当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日

を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。これは、株主への安定

的・継続的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

  

(サ) 株主総会の特別決議要件 

当社は、「会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う。」旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによ

り、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

 
  

② 【その他重要な報酬の内容】 

(前連結会計年度) 

該当事項はありません。 

  

(当連結会計年度) 

該当事項はありません。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

(前連結会計年度) 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、国際財務報告基準

(IFRS)に関する助言・指導業務であります。 

  

(当連結会計年度) 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、国際財務報告基準

(IFRS)に関する助言・指導業務であります。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。 

なお、前連結会計年度と当連結会計年度において、監査報酬の決定方針に変更はありません。 

  

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 45 0 46 4 

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 45 0 46 4 
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成

24年３月31日まで)の連結財務諸表および事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計

基準等の内容や変更等を適時適切に把握し、的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入し、同機構や監査法人等の主催する講習会への参加や会計専門誌の定期購読

等を行い積極的な情報収集活動に努めております。 

１ 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,874 14,744

受取手形及び売掛金 10,794 ※2  9,463

商品及び製品 12,028 17,628

仕掛品 8,875 10,368

原材料及び貯蔵品 6,154 7,522

繰延税金資産 1,592 2,056

その他 1,252 1,550

貸倒引当金 △34 △31

流動資産合計 62,538 63,301

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 17,499 18,612

減価償却累計額 △12,929 △13,363

建物及び構築物（純額） 4,569 5,248

機械装置及び運搬具 41,007 46,108

減価償却累計額 △34,021 △35,654

機械装置及び運搬具（純額） 6,986 10,453

工具、器具及び備品 9,333 9,552

減価償却累計額 △8,544 △8,869

工具、器具及び備品（純額） 788 683

土地 3,091 3,091

建設仮勘定 543 1,165

有形固定資産合計 15,980 20,643

無形固定資産 146 302

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  5,968 ※1  5,890

繰延税金資産 209 1,245

その他 1,471 1,674

貸倒引当金 △62 △67

投資その他の資産合計 7,587 8,743

固定資産合計 23,714 29,688

資産合計 86,252 92,990
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,691 9,390

短期借入金 332 231

1年内償還予定の社債 － 4,000

1年内返済予定の長期借入金 7,540 2,915

未払費用 2,419 2,305

未払法人税等 190 1,289

役員賞与引当金 80 80

その他 2,058 1,834

流動負債合計 22,312 22,047

固定負債   

社債 4,000 －

新株予約権付社債 － 5,000

長期借入金 6,084 10,969

繰延税金負債 10 5

退職給付引当金 1,608 1,351

その他 266 267

固定負債合計 11,968 17,593

負債合計 34,281 39,640

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,532 9,532

資本剰余金 12,886 12,886

利益剰余金 30,894 32,840

自己株式 △46 △46

株主資本合計 53,267 55,212

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,192 964

繰延ヘッジ損益 △5 △2

為替換算調整勘定 △2,483 △2,824

その他の包括利益累計額合計 △1,296 △1,862

純資産合計 51,970 53,349

負債純資産合計 86,252 92,990
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 43,849 42,505

売上原価 ※2, ※3  30,363 ※2, ※3  30,606

売上総利益 13,485 11,899

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  9,123 ※1, ※2  8,846

営業利益 4,362 3,053

営業外収益   

受取利息 10 21

受取配当金 102 197

不動産賃貸料 33 32

仕入割引 17 40

その他 120 51

営業外収益合計 284 344

営業外費用   

支払利息 270 244

売上割引 58 61

固定資産除却損 34 36

為替差損 130 113

その他 40 83

営業外費用合計 534 540

経常利益 4,112 2,857

特別利益   

投資有価証券売却益 28 78

特別利益合計 28 78

特別損失   

投資有価証券評価損 103 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 30 －

特別損失合計 134 －

税金等調整前当期純利益 4,006 2,936

法人税、住民税及び事業税 189 1,396

法人税等調整額 762 △1,287

法人税等合計 951 108

少数株主損益調整前当期純利益 3,054 2,827

当期純利益 3,054 2,827
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【連結包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 3,054 2,827

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △37 △227

繰延ヘッジ損益 △5 2

為替換算調整勘定 △847 △341

その他の包括利益合計 △891 ※1  △566

包括利益 2,163 2,260

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,163 2,260
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 9,532 9,532

当期末残高 9,532 9,532

資本剰余金   

当期首残高 12,886 12,886

当期末残高 12,886 12,886

利益剰余金   

当期首残高 28,428 30,894

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △37 －

当期変動額   

剰余金の配当 △550 △881

当期純利益 3,054 2,827

当期変動額合計 2,503 1,945

当期末残高 30,894 32,840

自己株式   

当期首残高 △41 △46

当期変動額   

自己株式の取得 △4 △0

当期変動額合計 △4 △0

当期末残高 △46 △46

株主資本合計   

当期首残高 50,805 53,267

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △37 －

当期変動額   

剰余金の配当 △550 △881

当期純利益 3,054 2,827

自己株式の取得 △4 △0

当期変動額合計 2,498 1,945

当期末残高 53,267 55,212
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,230 1,192

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △37 △227

当期変動額合計 △37 △227

当期末残高 1,192 964

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 － △5

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 2

当期変動額合計 △5 2

当期末残高 △5 △2

為替換算調整勘定   

当期首残高 △1,635 △2,483

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △847 △341

当期変動額合計 △847 △341

当期末残高 △2,483 △2,824

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △405 △1,296

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △891 △566

当期変動額合計 △891 △566

当期末残高 △1,296 △1,862

純資産合計   

当期首残高 50,400 51,970

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △37 －

当期変動額   

剰余金の配当 △550 △881

当期純利益 3,054 2,827

自己株式の取得 △4 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △891 △566

当期変動額合計 1,607 1,378

当期末残高 51,970 53,349
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,006 2,936

減価償却費 2,457 3,090

貸倒引当金の増減額（△は減少） △45 2

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 79 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 33 △256

受取利息及び受取配当金 △112 △219

支払利息 270 245

固定資産除却損 34 36

投資有価証券売却損益（△は益） △28 △78

投資有価証券評価損益（△は益） 103 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 30 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,632 1,283

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,223 △8,741

未収入金の増減額（△は増加） △357 △284

仕入債務の増減額（△は減少） 4,686 △296

未払費用の増減額（△は減少） 913 △99

その他 △213 458

小計 6,999 △1,922

利息及び配当金の受取額 112 144

利息の支払額 △275 △254

法人税等の支払額 △64 △353

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,773 △2,385

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △77 △74

定期預金の払戻による収入 116 74

有形固定資産の取得による支出 △1,405 △8,428

投資有価証券の取得による支出 △13 △502

投資有価証券の売却による収入 82 172

保険積立金の解約による収入 1,261 －

その他 △101 △286

投資活動によるキャッシュ・フロー △137 △9,046

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,788 4,231

短期借入金の返済による支出 △2,599 △4,268

長期借入れによる収入 1,000 8,000

長期借入金の返済による支出 △1,282 △7,740

新株予約権付社債の発行による収入 － 5,000

配当金の支払額 △551 △881

その他 △4 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △650 4,340

現金及び現金同等物に係る換算差額 △227 △38

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,758 △7,130

現金及び現金同等物の期首残高 16,079 21,837

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  21,837 ※1  14,707
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

１  連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 

５社 

主要な連結子会社の名称 

  主要な連結子会社名は、「第１  企業の概況  ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略して

おります。 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

新三重精工㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響をおよぼしていないためであります。 

  

２  持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数および主要な会社等の名称 

該当ありません。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社または関連会社の主要な会社等の名称 

新三重精工㈱ 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益および利益剰余金等におよぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

  

３  連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結決算日と異なる連結子会社 

IKO INTERNATIONAL, INC.      12月31日 

NIPPON THOMPSON EUROPE B.V.   12月31日 

IKO THOMPSON VIETNAM CO.,LTD.  12月31日 

艾克欧東晟商貿(上海)有限公司   12月31日 

連結財務諸表の作成は、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引は、連結上必要な調整を行っております。 
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４  会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

①  有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等による時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、主に移動平均法により算定) 

時価のないもの 

主に移動平均法による原価法 

②  デリバティブ 

時価法 

③  たな卸資産 

主に総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産 

主に定率法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ３～50年 

機械装置及び運搬具  ５～12年 

②  無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用ソフトウェアについては、主に社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(3) 社債発行費の処理方法 

支出時全額費用処理 

(4) 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

主に一般債権は、貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等

は、回収可能性を勘案して個別評価による貸倒見積額を計上しております。 

②  役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、役員賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。 

③  退職給付引当金 

主に従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、発生年度より３年間で按分費用処理しております。 
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(5) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨換算し、換算差額は損益処理してお

ります。 

なお、在外連結子会社の資産および負債は在外連結子会社の決算日の直物為替相場、収益および費

用は期中平均相場によりそれぞれ円貨換算し、換算差額は純資産の部の「為替換算調整勘定」に含め

ております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約および通貨スワップについては、振当処理の

要件を充たしているものは振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を充たしている

ものは特例処理を採用しております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

 
③  ヘッジ方針 

主に当社の社内管理規程に基づき、為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

④  ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジの想定元本とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時以降、継続して相場変

動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺できるため、ヘッジ有効性の判定は省略しておりま

す。 

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引出可能な預金、預入日より３ヵ月以内に期日到来する定期預金等、容易に換金可

能で、価値変動リスクの僅少な短期投資であります。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

為替予約 外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引 

金利スワップ 長期借入金の利息 

通貨スワップ 長期借入金 

― 54 ―



  

【表示方法の変更】 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「仕入割引」は、営

業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

また、前連結会計年度において、営業外収益に区分掲記しておりました「受取保険金」は、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度より営業外収益の「その他」に含めておりま

す。 

これらの表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益の「受取保険金」に表示しており

ました52百万円および「その他」に表示しておりました85百万円は、「仕入割引」17百万円、「その

他」120万円として組替えております。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローに区分掲記しておりました「受取保険

金」は、当連結会計年度において金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に

含めております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行

っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「受取保険金」に表示しておりました△52百万円は、「その他」△213百万円として組替えて

おります。 

  

【追加情報】 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)および「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用し

ております。 
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【注記事項】 

(連結貸借対照表関係) 

  

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

 

※２ 期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたとして処理しております。 

なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しております。 

  

 
  

  

(連結損益計算書関係) 

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。 

  

 
  

※２ 売上原価、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

  

 
  

※３ 期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、売上原価にたな卸資産評価損(△は

洗替法による戻入額)が次のとおり含まれております。 

  

 
  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

投資有価証券(株式) 145百万円 115百万円

 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

受取手形 ―百万円 139百万円

 
前連結会計年度

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

従業員給与 3,277百万円 3,332百万円

福利厚生費 619 〃 620 〃 

荷造運搬費 534 〃 499 〃 

賃借料 526 〃 545 〃 

業務委託費 1,020 〃 845 〃 

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

841百万円 818百万円 

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

△848百万円 889百万円 
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(連結包括利益計算書関係) 

  

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

※１ その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額 

 
  
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加      7,820株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

その他有価証券評価差額金  

  当期発生額 △377百万円

  組替調整額 △79 〃

    税効果調整前 △457百万円

    税効果額 229 〃

    その他有価証券評価差額金 △227百万円

繰延ヘッジ損益  

  当期発生額 0百万円

  組替調整額 4 〃

    税効果調整前 5百万円

    税効果額 △2 〃

    繰延ヘッジ損益 2百万円

為替換算調整勘定  

  当期発生額 △341百万円

  為替換算調整勘定 △341百万円

その他の包括利益合計 △566百万円

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 73,499,875 ― ― 73,499,875 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 47,994 7,820 ― 55,814 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 220 3.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月８日 
取締役会 

普通株式 330 4.50 平成22年９月30日 平成22年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 403 5.50 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加      1,358株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。 

  

(変動事由の概要) 

増加の内訳は、次のとおりであります。 

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行による増加      7,751,937株 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 73,499,875 ― ― 73,499,875 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 55,814 1,358 ― 57,172 

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結 
会計年度末

提出会社

第２回無担保転換社
債型新株予約権付社
債の新株予約権 
(平成23年４月19日
発行) 

普通株式 ― 7,751,937 ― 7,751,937 (注)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 403 5.50 平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年11月７日 
取締役会 

普通株式 477 6.50 平成23年９月30日 平成23年12月７日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 477 6.50 平成24年３月31日 平成24年６月29日

 
前連結会計年度

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 21,874百万円 14,744百万円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △36 〃 △36 〃 

現金及び現金同等物 21,837百万円 14,707百万円
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(金融商品関係) 

  
１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な金融商品に限定し、銀行等金融機関からの借入および

社債により資金を調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用してお

り、投機的な取引は行わない方針であります。 

  
(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信管理を行いリスクを低減して

おります。また、外貨建ての売上債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替予約を利用し

てリスクヘッジしております。投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おりますが、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

借入金および社債の使途は運転資金および設備投資資金であり、変動金利の借入金は、金利の変動リ

スクに晒されておりますが、金利スワップ取引を実施して支払利息を固定化しております。また、一部

のものは外貨建借入金であり、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替の変動リスクを抑制する

ために通貨スワップ取引を利用しております。 

資金調達に係る流動性リスクについては、当社および一部の連結子会社において適時に資金繰計画を

作成・更新するなどの方法により管理しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、

デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行

っております。 

  
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記に

おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照くださ

い。)。 

  

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
※ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては( )で示しております。 

  

当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
※ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては( )で示しております。 

  

 
連結貸借対照表

計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 現金及び預金 21,874 21,874 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 10,794 10,794 ― 

(3) 投資有価証券  

満期保有目的の債券 20 20 0 

その他有価証券 5,285 5,285 ― 

資産計 37,974 37,975 0 

(1) 支払手形及び買掛金 9,691 9,691 ― 

(2) 短期借入金 332 332 ― 

(3) 社債 4,000 4,034 △34 

(4) 長期借入金 13,624 13,774 △150 

負債計 27,648 27,833 △184 

デリバティブ取引(※) (9) (9) ― 

 
連結貸借対照表

計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 現金及び預金 14,744 14,744 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 9,463 9,463 ― 

(3) 投資有価証券  

満期保有目的の債券 20 20 0 

その他有価証券 5,238 5,238 ― 

資産計 29,466 29,466 0 

(1) 支払手形及び買掛金 9,390 9,390 ― 

(2) 短期借入金 231 231 ― 

(3) 社債 4,000 4,017 △17 

(4) 新株予約権付社債 5,000 5,425 △425 

(5) 長期借入金 13,884 13,979 △94 

負債計 32,506 33,043 △537 

デリバティブ取引(※) (4) (4) ― 
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(注１) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

  

資産 

・現金及び預金ならびに受取手形及び売掛金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

・投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。 

負債 

・支払手形及び買掛金ならびに短期借入金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

・社債 

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値により算定しております。 

・新株予約権付社債 

新株予約権付社債の時価については、店頭において取引される価格に基づいております。 

・長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理および通貨スワップの振

当て処理の対象とされており、当該金利スワップおよび通貨スワップと一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 

・デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」に

は含めておりません。 

  

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

非上場株式(百万円) 663 632
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(注３) 金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  

(注４) 社債、新株予約権付社債および長期借入金の連結決算日後の償還または返済予定 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 21,874 ― ― ―

受取手形及び売掛金 10,794 ― ― ―

投資有価証券   

満期保有目的の債券(社債) ― ― 20 ―

合計 32,669 ― 20 ―

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 14,744 ― ― ―

受取手形及び売掛金 9,463 ― ― ―

投資有価証券   

満期保有目的の債券(社債) ― ― 20 ―

合計 24,207 ― 20 ―

 
１年以内 
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

５年超
(百万円)

社債 ― 4,000 ― ― ― ―

新株予約権付社債 ― ― ― ― ― ―

長期借入金 7,540 1,315 1,790 1,092 1,886 ―

合計 7,540 5,315 1,790 1,092 1,886 ―

 
１年以内 
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

５年超
(百万円)

社債 4,000 ― ― ― ― ―

新株予約権付社債 ― ― ― ― 5,000 ―

長期借入金 2,915 3,390 2,692 3,486 1,400 ―

合計 6,915 3,390 2,692 3,486 6,400 ―
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(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  
２ その他有価証券 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  

１ 満期保有目的の債券

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

連結決算日における時価
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの 20 20 0 

合計 20 20 0 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

連結決算日における時価
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの 20 20 0 

合計 20 20 0 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 5,103 3,047 2,055 

小計 5,103 3,047 2,055 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 181 294 △113

小計 181 294 △113

合計 5,285 3,342 1,942 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 4,696 2,984 1,712 

小計 4,696 2,984 1,712 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 541 768 △227

小計 541 768 △227

合計 5,238 3,752 1,485 
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前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
  
４ 減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度において、投資有価証券(その他有価証券の上場株式０百万円、非上場株式等103百万

円)について減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て

減損処理を行い、30～50％下落した場合には、当該金額の重要性回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。 

  
当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  
  

(デリバティブ取引関係) 

  
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
(注１) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該受取手形及び売掛金の時価に含めて記載しております。 

(注２) 通貨スワップの振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されるた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

(注３) 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

３ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分 売却額 
(百万円) 

売却益の合計
(百万円)

売却損の合計
(百万円)

株式 72 28 ―

合計 72 28 ―

区分 売却額 
(百万円) 

売却益の合計
(百万円)

売却損の合計
(百万円)

株式 172 79 0 

合計 172 79 0 

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ 
取引の種類等

ヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の振当処理 

為替予約取引 

売掛金 (注１)売建 米ドル 123 ― 

 ユーロ 124 ― 

通貨スワップの振当処
理 

通貨スワップ取引 長期借入金 475 375 (注２)

繰延ヘッジ処理 
為替予約取引 

外貨建予定取引
 

売建 ユーロ 260 ― △9
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当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
(注１) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該受取手形及び売掛金の時価に含めて記載しております。 

(注２) 通貨スワップの振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されるた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

(注３) 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  
(2) 金利関連 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  
当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ 
取引の種類等

ヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

為替予約等の振当処理 

為替予約取引 

売掛金 (注１)
売建 米ドル 185 ― 

 ユーロ 100 ― 

 英ポンド 12 ― 

通貨スワップの振当処
理 

通貨スワップ取引 長期借入金 375 275 (注２)

繰延ヘッジ処理 

為替予約取引 

外貨建予定取引

 

売建 ユーロ 89 ― △3

 英ポンド 9 ― △0

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ 
取引の種類等

ヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの特例処
理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 6,640 2,196 (注)

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ 
取引の種類等

ヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの特例処
理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 4,396 3,237 (注)
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(退職給付関係) 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および主要な連結子会社は、退職一時金制度と確定給付企業年金制度を併用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 
  

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

(2) 割引率 

 
  

(3) 期待運用収益率 

 
  

(4) 数理計算上の差異の処理年数 

３年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を費用処理する方法) 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

(1) 退職給付債務(百万円) 5,986 5,832 

(内訳)  

(2) 未認識数理計算上の差異(百万円) 75 △66

(3) 年金資産(百万円) △4,453 △4,415

(4) 退職給付引当金(百万円) 1,608 1,351 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度

(1) 勤務費用(百万円) 291 305 

(2) 利息費用(百万円) 125 120 

(3) 期待運用収益(百万円) △92 △87

(4) 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 192 △102

(5) 退職給付費用(百万円) 517 236 

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

2.0％ 2.0％

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

2.0％ 2.0％

― 66 ―



  

(税効果会計関係) 

  

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

 
  

(繰延税金負債) 

 
  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

(1) 流動資産     

    たな卸資産評価減および未実現利益 1,132百万円 1,546百万円

    未払費用(賞与) 332  〃 307  〃

    評価性引当額 △132  〃 △59  〃

    その他 259  〃 261  〃

        計 1,592百万円 2,056百万円

(2) 固定資産    

    退職給付引当金 646百万円 508百万円

    減損損失 1,190  〃 956  〃

    入会金評価損 69  〃 68  〃

    評価性引当額 △1,490  〃 △270  〃

    その他 571  〃 535  〃

    繰延税金負債(固定)との相殺 △777  〃 △551  〃

        計 209百万円 1,245百万円

    繰延税金資産合計 1,801百万円 3,301百万円

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

固定負債     

その他有価証券評価差額金 △750百万円 △520百万円

その他 △37  〃 △36  〃

繰延税金資産(固定)との相殺 777  〃 551  〃

繰延税金負債合計 △10百万円 △5百万円

     

差引：繰延税金資産純額 1,791百万円 3,295百万円
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
  
３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平

成23年法律第114号)および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布されたことに伴い、当連結会

計年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４月１日以降解消されるものに限

る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.7％から、回収または支払が見込まれる期間が平

成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以降のものについては

35.6％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が234百万円減少し、当連結会

計年度に計上された法人税等調整額が309百万円、その他有価証券評価差額金が75百万円それぞれ増加

しております。 

  

  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.7 ％ 40.7 ％

（調整）     

住民税均等割等 1.0 〃 1.3 〃

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 〃 1.6 〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.8 〃 △2.7 〃

評価性引当額 △14.9 〃 △42.8 〃

法人税額の特別控除等 △0.9 〃 △2.4 〃

受取配当金連結消去に伴う影響 1.5 〃 0.8 〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 〃 10.5 〃

海外子会社税率差異 △0.3 〃 △2.0 〃

その他 △2.0 〃 △1.3 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.8 ％ 3.7 ％
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(セグメント情報等) 

  

【セグメント情報】 

当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。 

  

【関連情報】 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品およびサービスごとの情報 

  

 
  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

  

 
(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

  

 
  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。 

  

 軸受等 諸機械部品 合計

外部顧客への売上高(百万円) 38,237 5,612 43,849 

日本 
(百万円)

米国 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

27,384 4,268 12,197 43,849 

日本 
(百万円)

ベトナム 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

15,658 241 80 15,980 
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当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１  製品およびサービスごとの情報 

  

 
  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

  

 
(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

  

 
  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

  

  

【関連当事者情報】 

該当事項はありません。 

  

 軸受等 諸機械部品 合計

外部顧客への売上高(百万円) 37,329 5,176 42,505 

日本 
(百万円)

米国 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

26,349 4,263 11,892 42,505 

日本 
(百万円)

ベトナム 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

17,591 2,958 92 20,643 
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(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

 
  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  
(重要な後発事象) 

  
当社は、平成24年５月28日開催の取締役会決議に基づき、平成24年６月21日に第６回無担保社債を発

行いたしました。その概要は次のとおりであります。 

 
  

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 707円62銭 726円41銭

１株当たり当期純利益 41円59銭 38円50銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ
ん。 

34円82銭

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり当期純利益 

 当期純利益(百万円) 3,054 2,827 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,054 2,827 

 普通株式の期中平均株式数(株) 73,448,470 73,443,417 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(株) ― 7,751,937 

 (うち転換社債型新株予約権付社債)(株) ― (7,751,937)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ―

項目
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 51,970 53,349 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 51,970 53,349 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株) 

73,444,061 73,442,703 

１ 発行総額 50億円 

２ 利率 年率0.71% 

３ 償還期限 ５年 

４ 償還の方法 満期一括償還 

５ 払込金額 額面100円につき100円 

６ 払込期日 平成24年６月21日 

７ 資金使途 社債償還資金、借入金返済資金に充当する。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末残高」欄の( )は、１年内償還予定の金額であります。 

  

２ 新株予約権付社債の内容 

 
(注) １ 新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権にかかる新株予約権付社債の社債部分を出資する

ものとしております。 

２ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権の払込金額と同額としてお

ります。 

  

３ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

 
  

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率 
(％)

担保 償還期限

日本トムソン㈱ 第４回無担保社債
平成21年
９月30日 2,000 

2,000 
(2,000) 

0.94 無担保
平成24年
９月28日

〃 第５回無担保社債 
平成21年
12月22日 2,000 

2,000 
(2,000) 

1.15 無担保
平成24年
12月21日

〃 
第２回無担保転換社債
型新株予約権付社債 

平成23年
４月19日

― 5,000 ― 無担保
平成28年
４月19日

合計 ― ― 4,000 
9,000 

(4,000) 
― ― ―

発行すべき株式の内容 普通株式

新株予約権の発行価額(円) 無償

株式の発行価格(円) 645 

発行価額の総額(百万円) 5,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額(百万円) ― 

新株予約権の付与割合(％) 100 

新株予約権の行使期間 
自  平成23年６月１日

至  平成28年４月15日

代用払込に関する事項 (注)

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内 
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

4,000 ― ― ― 5,000 
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【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

  

 
  

【資産除去債務明細表】 

  

当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首および

当連結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しており

ます。 

  

  

(2) 【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

 
  

 
  

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 332 231 1.37 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 7,540 2,915 1.23 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く) 6,084 10,969 1.27 

平成25年４月30日から
平成29年２月28日 

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く) 

― ― ― ― 

その他有利子負債 ― ― ― ― 

合計 13,957 14,115 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内 

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 3,390 2,692 3,486 1,400 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 11,840 23,162 33,185 42,505 

税金等調整前 
四半期(当期)純利益(百万円) 1,314 1,992 2,549 2,936 

四半期(当期)純利益(百万円) 1,076 1,806 2,477 2,827 

１株当たり 
四半期(当期)純利益(円) 14.65 24.60 33.73 38.50 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益(円) 14.65 9.94 9.13 4.77 
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,097 12,602

受取手形 1,209 ※2  1,041

売掛金 ※1  8,834 ※1  7,676

商品及び製品 9,505 14,198

仕掛品 8,615 9,767

原材料及び貯蔵品 6,176 7,548

繰延税金資産 1,259 1,589

未収入金 826 1,148

関係会社未収入金 386 2,045

その他 350 338

貸倒引当金 △17 △15

流動資産合計 56,245 57,943

固定資産   

有形固定資産   

建物 15,287 15,613

減価償却累計額 △11,365 △11,709

建物（純額） 3,922 3,903

構築物 1,453 1,482

減価償却累計額 △1,073 △1,120

構築物（純額） 379 362

機械及び装置 40,397 44,140

減価償却累計額 △33,585 △35,174

機械及び装置（純額） 6,811 8,966

車両運搬具 227 235

減価償却累計額 △213 △224

車両運搬具（純額） 14 11

工具、器具及び備品 9,020 9,234

減価償却累計額 △8,251 △8,585

工具、器具及び備品（純額） 768 648

土地 3,034 3,034

建設仮勘定 543 487

有形固定資産合計 15,474 17,414

無形固定資産   

ソフトウエア 45 66

その他 25 165

無形固定資産合計 70 232
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 5,687 5,639

関係会社株式 2,404 2,374

関係会社出資金 1,586 2,483

関係会社長期貸付金 － 1,000

破産更生債権等 8 8

入会金 119 119

団体生命保険金 1,103 1,289

繰延税金資産 238 1,268

その他 151 142

貸倒引当金 △43 △48

投資その他の資産合計 11,256 14,277

固定資産合計 26,801 31,924

資産合計 83,047 89,868

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,330 9,164

1年内償還予定の社債 － 4,000

1年内返済予定の長期借入金 7,540 2,915

未払金 1,759 1,268

未払費用 2,226 2,101

未払法人税等 162 1,200

役員賞与引当金 80 80

その他 288 310

流動負債合計 21,388 21,041

固定負債   

社債 4,000 －

新株予約権付社債 － 5,000

長期借入金 6,084 10,969

退職給付引当金 1,587 1,309

資産除去債務 14 14

その他 246 246

固定負債合計 11,932 17,539

負債合計 33,320 38,581

― 75 ―



(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,532 9,532

資本剰余金   

資本準備金 12,886 12,886

資本剰余金合計 12,886 12,886

利益剰余金   

利益準備金 1,416 1,416

その他利益剰余金   

配当準備積立金 1,510 1,510

退職手当積立金 500 500

別途積立金 16,500 17,500

繰越利益剰余金 6,254 7,037

利益剰余金合計 26,181 27,964

自己株式 △46 △46

株主資本合計 48,554 50,336

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,177 952

繰延ヘッジ損益 △5 △2

評価・換算差額等合計 1,172 949

純資産合計 49,726 51,286

負債純資産合計 83,047 89,868
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 ※1  40,583 ※1  38,798

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 6,272 7,406

当期製品製造原価 ※3  27,531 ※3  28,204

当期商品仕入高 3,452 2,960

合計 37,255 38,571

商品及び製品期末たな卸高 7,406 9,460

売上原価合計 ※4  29,849 ※4  29,110

売上総利益 10,734 9,687

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  7,122 ※2, ※3  6,882

営業利益 3,611 2,805

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※1  246 ※1  266

不動産賃貸料 34 32

仕入割引 16 40

その他 ※1  146 68

営業外収益合計 444 408

営業外費用   

支払利息 228 203

売上割引 45 61

固定資産除却損 34 36

為替差損 69 100

その他 82 128

営業外費用合計 459 529

経常利益 3,596 2,683

特別利益   

投資有価証券売却益 28 78

抱合せ株式消滅差益 1,732 －

特別利益合計 1,761 78

特別損失   

投資有価証券評価損 103 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 28 －

特別損失合計 131 －

税引前当期純利益 5,226 2,762

法人税、住民税及び事業税 110 1,234

法人税等調整額 1,018 △1,136

法人税等合計 1,128 98

当期純利益 4,098 2,664
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【製造原価明細書】 

  

 
  

(注)  ※１  主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

※２  他勘定振替高は、販売費及び一般管理費への振替であります。 

  
※３  前事業年度において、中間生産品を「商品及び製品」に含めて表示しておりましたが、より実態に則し

た区分にするため、当事業年度より中間生産品について新たに「半製品」勘定を設け、「半製品・仕掛品

期首たな卸高」、「半製品・仕掛品期末たな卸高」として表示しております。 

この結果、前事業年度の製造原価明細書において、「仕掛品期首たな卸高」に表示しておりました7,633

百万円、「仕掛品期末たな卸高」に表示しておりました8,615百万円、「当期製品製造原価」に表示してお

りました26,943百万円は、「半製品・仕掛品期首たな卸高」10,320百万円、「半製品・仕掛品期末たな卸

高」10,714百万円、「当期製品製造原価」27,531百万円として組替えております。 

  

(原価計算の方法) 

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。 

  (自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

前事業年度
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費  15,394 55.1 16,654 52.0 

Ⅱ 労務費  3,925 14.1 4,192 13.1 

Ⅲ 経費 ※１ 8,608 30.8 11,154 34.9 

当期総製造費用  27,928 100.0 32,001 100.0 

半製品・仕掛品期首たな卸高 ※３ 10,320 10,714  

合計  38,248 42,715  

他勘定振替高 ※２ 3 5  

半製品・仕掛品期末たな卸高 ※３ 10,714 14,506  

当期製品製造原価  27,531 28,204  

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

外注加工費 1,869 2,321 

減価償却費 2,113 2,766 

業務委託費 2,819 3,813 
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 9,532 9,532

当期末残高 9,532 9,532

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 12,886 12,886

当期末残高 12,886 12,886

資本剰余金合計   

当期首残高 12,886 12,886

当期末残高 12,886 12,886

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 1,416 1,416

当期末残高 1,416 1,416

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

当期首残高 1,510 1,510

当期末残高 1,510 1,510

退職手当積立金   

当期首残高 500 500

当期末残高 500 500

別途積立金   

当期首残高 16,500 16,500

当期変動額   

別途積立金の積立 － 1,000

当期変動額合計 － 1,000

当期末残高 16,500 17,500

繰越利益剰余金   

当期首残高 2,707 6,254

当期変動額   

剰余金の配当 △550 △881

別途積立金の積立 － △1,000

当期純利益 4,098 2,664

当期変動額合計 3,547 783

当期末残高 6,254 7,037

利益剰余金合計   

当期首残高 22,634 26,181

当期変動額   

剰余金の配当 △550 △881

別途積立金の積立 － －

当期純利益 4,098 2,664

当期変動額合計 3,547 1,783

当期末残高 26,181 27,964
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △41 △46

当期変動額   

自己株式の取得 △4 △0

当期変動額合計 △4 △0

当期末残高 △46 △46

株主資本合計   

当期首残高 45,012 48,554

当期変動額   

剰余金の配当 △550 △881

当期純利益 4,098 2,664

自己株式の取得 △4 △0

当期変動額合計 3,542 1,782

当期末残高 48,554 50,336

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,004 1,177

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 173 △225

当期変動額合計 173 △225

当期末残高 1,177 952

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 － △5

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 2

当期変動額合計 △5 2

当期末残高 △5 △2

評価・換算差額等合計   

当期首残高 1,004 1,172

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 167 △222

当期変動額合計 167 △222

当期末残高 1,172 949

純資産合計   

当期首残高 46,016 49,726

当期変動額   

剰余金の配当 △550 △881

当期純利益 4,098 2,664

自己株式の取得 △4 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 167 △222

当期変動額合計 3,709 1,559

当期末残高 49,726 51,286
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【重要な会計方針】 

１  有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

(2) 子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等による時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２  デリバティブの評価基準および評価方法 

時価法 

  

３  たな卸資産の評価基準および評価方法 

総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

  

４  固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     ３～50年 

機械及び装置   12年 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

  

５  社債発行費の処理方法 

支出時全額費用処理 

  

６  外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨換算し、換算差額は損益処理しております。
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７  引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

一般債権は、貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等は、回収

可能性を勘案して個別評価による貸倒見積額を計上しております。 

(2) 役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、役員賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、発生年度より３年間で按分費用処理しております。 

  

８  ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約および通貨スワップについては、振当処理の要

件を充たしているものは振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を充たしているもの

は特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 
(3) ヘッジ方針 

当社の社内管理規程に基づき、為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジしております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジの想定元本とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時以降、継続して相場変動

またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺できるため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。

  

９  その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

為替予約 外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引 

金利スワップ 長期借入金の利息 

通貨スワップ 長期借入金 
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【表示方法の変更】 

(貸借対照表関係) 

前事業年度において、流動資産の「未収入金」に含めておりました「関係会社未収入金」は、資産の

総額の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、流動資産の「未収入金」に表示しておりました1,213

百万円は、「未収入金」826百万円、「関係会社未収入金」386百万円として組替えております。 

  

(損益計算書関係) 

前事業年度において、売上原価の「商品及び製品期首たな卸高」、「商品及び製品期末たな卸高」に

中間生産品を含めて表示しておりましたが、当事業年度より中間生産品について「半製品」勘定を設

け、売上原価の「当期製品製造原価」に含めております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、売上原価の「商品及び製品期首たな卸高」に表示して

おりました8,959百万円、「当期製品製造原価」に表示しておりました26,943百万円、「商品及び製品

期末たな卸高」に表示しておりました9,505百万円は、「商品及び製品期首たな卸高」6,272百万円、

「当期製品製造原価」27,531百万円、「商品及び製品期末たな卸高」7,406百万円として組替えており

ます。 

  

前事業年度において、営業外収益に区分掲記しておりました「受取保険金」は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、当事業年度より営業外収益の「その他」に含めております。この表示方

法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外収益の「受取保険金」に表示しておりました51

百万円および「その他」に表示しておりました95百万円は、「その他」146百万円として組替えており

ます。 

  

前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めておりました「売上割引」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、当事業年度より営業外費用に区分掲記しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外費用の「その他」に表示しておりました127百

万円は、「売上割引」45百万円、「その他」82百万円として組替えております。 

  

【追加情報】 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)および「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  
※１  関係会社に対する主な資産のうち、区分記載したもの以外のものは、次のとおりであります。 

  

 
  

   偶発債務 

 
外貨建の偶発債務は決算日の為替相場によっております。 

  
※２  期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたとして処理しております。 

なお、当期末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

  

 
  
  

(損益計算書関係) 

  
※１  各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

 
  

※２  販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目および金額ならびにおおよその割合は、次のとお

りであります。 

  

 
  

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

売掛金 1,276百万円 1,195百万円

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

関係会社売上債権譲渡高   332百万円 231百万円

 (2,278千ユーロ) (1,655千ユーロ)

 (484千英ポンド) (378千英ポンド)

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

受取手形 ―百万円 123百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

売上高 10,529百万円 9,049百万円

受取配当金 148  〃 58  〃 

その他 45  〃 ―  〃 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

従業員給与 2,450百万円 2,451百万円

福利厚生費 423  〃 441  〃 

荷造運搬費 458  〃 405  〃 

業務委託費 1,020  〃 845  〃 

賃借料 335  〃 367  〃 

減価償却費 220  〃 187  〃 

  

販売費及び一般管理費のうち 
販売費の割合 

約48％ 約49％ 
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※３  一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

  

 
  

※４  期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、売上原価にたな卸資産評価損(△

は洗替法による戻入額)が次のとおり含まれております。 

  

 
  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

  

前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加          7,820株 

  

当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加          1,358株 

  

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

841百万円 818百万円 

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

△807百万円 899百万円 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 47,994 7,820 ― 55,814 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 55,814 1,358 ― 57,172 
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(有価証券関係) 

  
関係会社株式および関係会社出資金で時価のあるものはありません。 

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる関係会社株式および関係会社出資金の貸借対照表計上額 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価を記載

しておりません。 

  

(税効果会計関係) 

  
１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

 
  

(繰延税金負債) 

 
  

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

関係会社株式 2,404百万円 2,374百万円

関係会社出資金 1,586百万円 2,483百万円

計 3,991百万円 4,858百万円

 

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

(1) 流動資産  

    たな卸資産評価減 843百万円 1,129百万円

    未払費用(賞与) 332  〃 307  〃

    評価性引当額 △132  〃 △59  〃

    その他 216  〃 212  〃

        計 1,259百万円 1,589百万円

(2) 固定資産  

    退職給付引当金 646百万円 497百万円

    減損損失 1,190  〃 956  〃

    入会金評価損 69  〃 68  〃

    評価性引当金 △1,490  〃 △270  〃

    その他 563  〃 531  〃

    繰延税金負債(固定)との相殺 △740  〃 △514  〃

        計 238百万円 1,268百万円

    繰延税金資産合計 1,497百万円 2,857百万円

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

固定負債  

その他有価証券評価差額金 △740百万円 △514百万円

繰延税金資産(固定)との相殺 740  〃 514  〃

繰延税金負債合計 ―百万円 ―百万円

  

差引：繰延税金資産純額 1,497百万円 2,857百万円
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
  
３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平

成23年法律第114号)および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布されたことに伴い、当事業年

度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４月１日以降解消されるものに限る)に

使用した法定実効税率は、前事業年度の40.7％から、回収または支払が見込まれる期間が平成24年４月

１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以降のものについては35.6％にそれ

ぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が237百万円減少し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が311百万円、その他有価証券評価差額金が74百万円それぞれ増加して

おります。 

  

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.7 ％ 40.7 ％

（調整）  

住民税均等割等 0.8 〃 1.4 〃

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 〃 1.6 〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.4 〃 △2.8 〃

評価性引当額 △5.1 〃 △45.5 〃

法人税額の特別控除等 △0.7 〃 △2.5 〃

抱合せ株式消滅差益 △13.5 〃 ― 〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 〃 11.3 〃

その他 0.4 〃 △0.7 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.6 ％ 3.5 ％
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(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

 
  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  
  

(重要な後発事象) 

  
当社は、平成24年５月28日開催の取締役会決議に基づき、平成24年６月21日に第６回無担保社債を発

行いたしました。その概要は次のとおりであります。 

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

前事業年度
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 677円07銭 698円32銭

１株当たり当期純利益 55円79銭 36円28銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
潜在株式が存在しない

ため記載しておりませ
ん。 

32円81銭

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

前事業年度
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度

１株当たり当期純利益 

 当期純利益(百万円) 4,098 2,664 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,098 2,664 

 普通株式の期中平均株式数(株) 73,448,470 73,443,417 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(株) ― 7,751,937 

 (うち転換社債型新株予約権付社債)(株) ― (7,751,937)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ―

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 49,726 51,286 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 49,726 51,286 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株
式の数(株) 

73,444,061 73,442,703 

１ 発行総額 50億円 

２ 利率 年率0.71％ 

３ 償還期限 ５年 

４ 償還の方法 満期一括償還 

５ 払込金額 額面100円につき100円 

６ 払込期日 平成24年６月21日 

７ 資金使途 社債償還資金、借入金返済資金に充当する。 

― 88 ―



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

㈱不二越 1,886,749 896 

日本精工㈱ 1,000,000 637 

山陽特殊製鋼㈱ 1,186,000 532 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,245,400 513 

㈱日伝 189,462 420 

ＮＴＮ㈱ 1,000,000 350 

東野産業㈱ 75,000 330 

㈱マキタ 79,000 262 

シンフォニアテクノロジー㈱ 1,380,000 248 

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 1,000,000 158 

㈱みずほフィナンシャルグループ 200,000 96 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 35,300 96 

その他47銘柄 2,948,185 1,078 

計 12,225,095 5,619 

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資 
有価証券 

満期保有 
目的の債券 

社債１銘柄 20 20 

計 20 20 
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【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期における主な増加は次のとおりであります。 

 
２ 当期における主な減少は次のとおりであります。 

 
３ 無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」および「当期減少

額」の記載を省略しております。 

４ 長期前払費用は、投資その他の資産の「その他」に含まれております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額および債権回収による取崩額であります。 

  

資産の種類
当期首残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 
または償却
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産     

 建物 15,287 422 97 15,613 11,709 433 3,903 

 構築物 1,453 29 ― 1,482 1,120 46 362 

 機械及び装置 40,397 4,537 794 44,140 35,174 1,907 8,966 

 車両運搬具 227 11 2 235 224 13 11 

 工具、器具及び備品 9,020 413 199 9,234 8,585 523 648 

 土地 3,034 ― 0 3,034 ― ― 3,034 

 建設仮勘定 543 487 543 487 ― ― 487 

有形固定資産計 69,964 5,901 1,637 74,228 56,814 2,922 17,414 

無形固定資産     

 ソフトウェア ─ ─ ─ 867 801 30 66 

 その他 ─ ─ ─ 182 16 0 165 

無形固定資産計 ─ ─ ─ 1,050 818 30 232 

長期前払費用 18 ― ― 18 18 0 0 

機械及び装置 岐阜製作所 研削盤外

機械及び装置 岐阜製作所 研削盤外

区分
当期首残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 60 55 0 51 63 

役員賞与引当金 80 80 80 ─ 80 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 
  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 
  

 
  

期日別内訳 
  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 1 

預金 

当座預金 9,993 

普通預金 20 

定期預金 2,500 

別段預金 14 

その他の預金 72 

計 12,600 

合計 12,602 

相手先 金額(百万円)

㈱ヒロタ 93

フジクラプレシジョン㈱ 80

新日本工機㈱ 58

ＪＵＫＩ㈱ 54

大阪機工㈱ 39

その他 715

合計 1,041

期日別 金額(百万円)

平成24年４月満期 253

  〃  ５月満期 280

  〃  ６月満期 244

  〃  ７月満期 196

   〃  ８月満期以降 66

合計 1,041
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③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

 
  

売掛金の発生および回収ならびに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  
④ 商品及び製品 

  

 
  

⑤ 仕掛品 
  

 
  

⑥ 原材料及び貯蔵品 
  

 
  
  

相手先 金額(百万円)

㈱安川電機 308

㈱日伝 302

カヤバ工業㈱ 268

㈱日立ハイテクノロジーズ 223

ＪＵＫＩ電子工業㈱ 186

その他 6,387

合計 7,676

当期首残高 
(百万円) 

  
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 

  
(Ｄ)

 

当期回収率(％)
 

(
(Ｃ)

) 
(Ａ)＋(Ｂ)

 

滞留月数(ヵ月)
 

(
(Ｄ)

)
(Ｂ)の月平均額

8,834 40,067 41,225 7,676 84.3 2.3 

品目 金額(百万円)

軸受等ならびに諸機械部品 14,198 

品目 金額(百万円)

軸受等 9,767 

区分 金額(百万円)

軸受鋼 4,268 

ローラ 929 

部品外 2,350 

合計 7,548 
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⑦ 買掛金 

  

 

⑧ 新株予約権付社債 

  

 
  

⑨ 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

アズマックス㈱ 1,423 

㈱武芸川精工 384 

正和工業㈱ 330 

東洋シャフト㈱ 287 

㈱武藤鉄工所 272 

その他 6,466 

合計 9,164 

区分 金額(百万円)

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債 5,000 

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,587 

㈱みずほ銀行 2,359 

日本生命保険(相) 1,226 

住友生命保険(相) 1,000 

富国生命保険(相) 900 

その他 2,896 

合計 10,969 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)  当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができません。 

１ 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２ 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

３ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

４ 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

５ 株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日をも

って住友信託銀行株式会社および中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託銀行株

式会社」に変更し、以下のとおり商号・住所等が変更となっております。 

 取扱場所     東京都千代田区丸の内一丁目4番1号  三井住友信託銀行株式会社 本店 

 株主名簿管理人  東京都千代田区丸の内一丁目4番1号  三井住友信託銀行株式会社 

          (特別口座) 

          東京都千代田区丸の内一丁目4番1号  三井住友信託銀行株式会社 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取・買
増 

  取扱場所 

(特別口座) 

東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 

(特別口座) 

東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 ― 

  買取・買増手数料 無料 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告といたします。ただし、事故その他やむを得ない事由
によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いた
します。 
 なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお
りです。 
  http://www.ikont.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

 
  

(4) 臨時報告書 

 
  

 
  

 
  

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書 
およびその添付書類、
確認書 

事業年度 
(第62期) 

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日 

平成23年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 内部統制報告書 
  

事業年度 
(第62期) 

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日 

平成23年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(3) 四半期報告書 
および確認書 

(第63期第１四半期) 
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日 

平成23年８月９日 
関東財務局長に提出。 

 
(第63期第２四半期) 

自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日 

平成23年11月９日 
関東財務局長に提出。 

 
(第63期第３四半期) 

自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日 

平成24年２月13日 
関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総
会における決議事項の決議)の規定に基づく臨時報告書 

平成23年７月１日 
関東財務局長に提出。 

(5) 発行登録書(社債)およびその添付書類 平成23年４月４日 
関東財務局長に提出。 

(6) 訂正発行登録書 
(平成23年４月４日に提出した発行登録書に係る訂正発行登録書) 

平成23年６月23日 
関東財務局長に提出。 

 平成23年６月29日 
関東財務局長に提出。 

 平成23年７月１日 
関東財務局長に提出。 

 平成23年８月10日 
関東財務局長に提出。 

 平成23年11月９日 
関東財務局長に提出。 

 平成24年２月13日 
関東財務局長に提出。 

 平成24年２月13日 
関東財務局長に提出。 

(7) 発行登録追補書類(社債)およびその添付書類 平成24年６月14日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年６月28日

日本トムソン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

   

   

  
＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本トムソン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び

連結附属明細表について監査を行った。 

  
連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示

を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本トムソン株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞ 

  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  京 嶋  清 兵 衛  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本トムソン株

式会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  
内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当

監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部

統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書

の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 

当監査法人は、日本トムソン株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成24年６月28日

日本トムソン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

   

   

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本トムソン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第63期事業年度の
財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及
び附属明細表について監査を行った。 
  
財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその
適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが
含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本トムソン株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成
績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の監査報告書
 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞ 

  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  京 嶋  清 兵 衛  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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(注) ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありません

が、投資家の縦覧の便宜のため縦覧に供する場所としております。 

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年６月28日 

【会社名】 日本トムソン株式会社 

【英訳名】 NIPPON THOMPSON CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  宮 地  茂 樹 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区高輪二丁目19番19号 

【縦覧に供する場所】 ※中部支社 

 (名古屋市中川区西日置二丁目３番５号(名鉄交通ビル)) 

 ※西部支社 

 (大阪市西区新町三丁目11番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



取締役社長宮地茂樹は、当社の財務報告に係る内部統制の整備および運用に責任を有しており、企業会

計審議会が公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評

価及び監査に関する実施基準の設定について(意見書)」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠し

て、財務報告に係る内部統制を整備および運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目

的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚

偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成24年３月31日を基準日として行われて

おり、評価にあたっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しま

した。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響をおよぼす内部統制(全社的な内部統制)

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しました。当該業務プロ

セスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響をおよ

ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備および運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社および連結子会社について、財務報告の信頼性におよぼ

す影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性におよぼす影響の重要性は、金

額的および質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社および連結子会社３社を対象として行った全

社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。

なお、連結子会社２社につきましては、金額的および質的重要性の観点から財務報告の信頼性におよぼす

影響の重要性が僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高(連結会社

間取引消去後)の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる１事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的

に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金およびたな卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としま

した。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重

要な虚偽記載の発生の可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが

大きい取引を行っている事業または業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大き

い業務プロセスとして評価対象に追加しました。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
(注) ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありません

が、投資家の縦覧の便宜のため縦覧に供する場所としております。 

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年６月28日 

【会社名】 日本トムソン株式会社 

【英訳名】 NIPPON THOMPSON CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  宮 地 茂 樹 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区高輪二丁目19番19号 

【縦覧に供する場所】 ※中部支社 

  (名古屋市中川区西日置二丁目３番５号(名鉄交通ビル)) 

 ※西部支社 

  (大阪市西区新町三丁目11番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長宮地茂樹は、当社の第63期(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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